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１ 評価対象法人の概要 

（１） 法人名等 山形県公立大学法人  理事長 阿部 宏慈 

  山形県米沢市通町六丁目１５番１号 

（２） 設立年月日 平成２１年４月１日 

（３） 設立団体 山形県 

（４） 出資金の総額 2，053，160，000 円 （令和４年４月１日時点） 

（５） 中期計画の期間 令和３年度から令和８年度まで（６年間） 

（６） 目的及び業務   

 ア 目 的   

 地方独立行政法人法（平成 15年法律第 118号）に基づき、大学を設置し、及び管理することにより、豊かな教養に裏付けられた専

門的な知識と技術・技能を身に付け、広く社会で活躍する人材を育成するとともに、地域に根ざした大学として真理の探究と知の創造に

努め、もって地域ひいては社会全体の持続的な発展に寄与することを目的とする。 

 イ 業 務 

（ア） 大学を設置し、これを運営すること。 

（イ） 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

（ウ） 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との連携による教育研究活動を行

うこと。 

（エ） 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

（オ） 大学における教育研究の成果の普及及び活用を通じ、地域社会に貢献すること。 

（カ） 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

 

２ 評価の実施根拠法 

   地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（令和５年法律第 58 号）附則第３条第３項の規

定によりなお従前の例によることとされる同法第５条の規定による改正前の地方独立行政法人法第 78条の２第１項の規定 

 

３ 評価の対象 

   令和４年度における山形県公立大学法人の年度計画に対する実績の状況 

    ※年度計画・・・中期計画に基づき、当該年度における業務運営に関する計画を定めたもの 
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４ 評価の趣旨及び評価者 

（１） 評価の趣旨 

 地方独立行政法人法の規定に基づき、山形県公立大学法人が、個性と特色のある大学運営を行い、学生にとって魅力ある大学とし

てその存在価値を高めていくため、教育の質の向上や業務の効率化等について自主的・継続的な見直し及び改善を促すことを目的に

山形県公立大学法人評価委員会が業務の実績評価を行う。 

（２） 評価委員会  

  氏  名 役  職  等  

 
委 員 長 出 口    毅 国立大学法人山形大学理事(兼)副学長 

 

 
委員長代理 間 中 英 夫 一般社団法人山形県医師会副会長 

 

 
委   員 上 野 義 之 国立大学法人山形大学医学部長 

 

 
委   員 佐 藤 まり子 元山形県立荒砥高等学校校長 

 

 
委   員 澤 邉 みさ子 東北公益文科大学公益学部教授 

 

 
委   員 中 村 明 子 株式会社東北萬国社代表取締役社長 

 

 
委   員 前 田 律 子 前田律子税理士事務所税理士 

 

 
委   員 矢 口   瞳 

社会福祉法人恩賜財団済生会支部山形県済生会 

介護老人保健施設フローラさいせい管理栄養士 
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５ 評価基準 

山形県公立大学法人事業年度評価実施要領 

第１ 趣旨 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（令和５年法律第 58 号）附則第３条第３項の

規定によりなお従前の例によることとされる同法第５条の規定による改正前の地方独立行政法人法第 78条の２第１項の規定に基づき山形県公立

大学法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）が行う公立大学法人（以下「法人」という。）の各事業年度における業務の実績に関する評価

（以下「事業年度評価」という。）を適切に行うため、評価の実施に関し必要な事項を定める。 

 

第２ 評価の基本的な考え方 

１ 法人が適正かつ効率的に運営されるよう、法人の業務運営の改善・向上に資する観点から評価を行うものとする。 

２ 法人の業務が自主的・効果的に実施されるよう、より魅力ある大学とするための特色ある取組や工夫に対し積極的に評価を行うものとする。 

３ 法人運営の透明性の確保に資するよう、法人の中期目標・中期計画達成に向けた取組の成果や進捗状況を明確に示すものとする。 

 

第３ 事業年度評価の実施方法 

評価委員会は、法人による自己評価を踏まえ「項目別評価」及び「全体評価」による評価を行う。 

１ 法人による自己評価 

法人は、業務実績報告書において、当該事業年度の業務の実績に基づき次の方法により自己評価を行う。 

（１）小項目別評価 

法人は、年度計画の記載事項（小項目）ごとに、当該事業年度における業務の実績を明らかにするとともに、中期計画の第２から第６までの項

目についてその実施状況を次の４段階により自己評価を行う。 

なお、実績が年度計画で定めた目標に達していない場合は、その理由及び次年度以降の見通しを併せて報告する。 

Ｓ：年度計画を上回って実施している。 

Ａ：年度計画を十分に実施している。 

Ｂ：年度計画を十分には実施していない。 

Ｃ：年度計画を実施していない。 

（２）大項目別評価 

法人は、小項目別評価の結果を踏まえ、中期計画の第２から第６までの大項目ごとに、当該事業年度における中期計画の進捗状況について、

記述式により自己評価を行う。 
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（３）その他の実績 

中期計画の第７以降に対応する事項については業務の実績を記載することとし、業務の実績と年度計画で定めた内容に乖離がある場合はそ

の理由を併せて記載する。 

（４）全体評価 

法人は、大項目別評価の結果を踏まえ、当該事業年度における業務実績の全体について、記述式により総合的な自己評価を行う。 

 

２ 評価委員会による評価 

（１）調査・分析 

評価委員会は、法人から提出された業務実績の報告を基に、法人から聴取等を行うことにより、業務の実績について調査・分析を行い、年度

計画の記載事項ごとに自己評価や計画設定の妥当性を含めて、総合的に検証する。法人による自己評価と評価委員会の判断が異なる場合は、

その理由等を示す。 

（２）項目別評価（大項目別評価） 

評価委員会は、調査・分析の結果を踏まえ、中期計画の第２から第６までの項目ごとに、中期目標・中期計画の達成に向けた業務の進捗状

況の５段階評価を行うとともに、その評価理由を明らかにする。 

５：中期目標・中期計画の達成に向けて特筆すべき進捗状況にある。 

４：中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる。 

３：中期目標・中期計画の達成に向けておおむね順調に進んでいる。 

２：中期目標・中期計画の達成のためにはやや遅れている。 

１：中期目標・中期計画の達成のためには重大な改善事項がある。 

なお、第２の大学の教育研究等の質の向上に関する事項については、その特性に配慮し、専門的な観点からの評価は行わず、事業の外形的

な進捗状況の評価を行う。 

 

【評価の目安】 

５段階評価を行うにあたっては、次の基準を目安として法人を取り巻く諸事情を勘案し総合的に判断する。 

「５」と評価する場合 

・小項目別評価がすべてＳ又はＡであり、かつ、中期目標・中期計画の達成に向けて特筆すべき進捗状況にあると評価委員会が特に認め

る場合 

「４」と評価する場合 

・小項目別評価がすべてＳ又はＡの場合 
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「３」と評価する場合 

・小項目別評価におけるＳ又はＡの割合が９割以上の場合 

「２」と評価する場合 

・小項目別評価におけるＳ又はＡの割合が９割に満たない場合 

「１」と評価する場合 

・中期目標・中期計画の達成のためには重大な改善事項があると評価委員会が特に認める場合 

 

（３）全体評価 

評価委員会は、項目別評価の結果を踏まえ、当該事業年度における業務実績の全体について、記述式により総合的な評価を行う。 

また、必要がある場合は、法人に対する業務運営の改善その他の勧告事項を記載する。 

 

第４ 評価結果の公表 

評価の結果は、法人への通知及び設立団体の長への報告を行なうとともに、県のホームページへの掲載により公表する。 

 

第５ その他 

この要領に定めるもののほか、評価の実施に関して必要な事項は、評価委員会が別に定める。 
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６ 評価結果 

（１） 全体評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 業務運営の改善その他勧告事項 

 

 

令和４年度も前年度に続き、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた年ではあるものの、感染予防対策の徹底やオンライン

等の活用により、充実した学生生活を送れるように工夫した運営が行われたことに敬意を表したい。また、全体として、年度計

画に定めたほとんどの実施項目は着実に実施されており、大きな問題は見られない。 

今回評価した小項目 94項目中、年度計画を上回って実施している（Ｓ評価）項目が４項目（4.2%）、年度計画を十分に実施し

ている（Ａ評価）項目が 89項目（94.7%）、年度計画を十分には実施していない（Ｂ評価）項目が１項目（1.1%）となっており、

一定の成果を達成している。（年度計画を実施していない（Ｃ評価）項目は０項目。） 

教育研究等の質の向上については、両大学において、集中講義を含む前期及び後期の全ての開講科目において「授業評価アン

ケート」を実施し、その結果を各教員に個別に配布し、次年度の授業改善につなげるなど、教育の質の向上に努めている。 

学生の確保については、米沢栄養大学において、一般選抜の志願者倍率は 3.6倍と目標の 4.6倍を下回ったものの、受験者数

及び合格者の平均点は前年度と同程度であり、一定の学力水準を維持している。また、両大学において、夏期に対面でのオープ

ンキャンパスを２回開催したほか、米沢女子短期大学では、全ての入試区分において目標倍率を達成できなかったことに課題は

あるが、短大文系志望者等を対象に Webダイレクトメールを活用して積極的に広報するなどの取組みを行い、全体の志願者倍率

は 1.5倍と前年度と同じ水準を維持している。 

学生支援の充実については、新たな取組みとして、両大学で障がいのある学生の支援や学生相談室の利用についての動画を作

成し、Teams 上でいつでも視聴可能にしたことで、学生の利便性向上に寄与している。また、米沢栄養大学では３年連続で就職

率 100%を達成、米沢女子短期大学では新たに個別企業説明会集中期間を９月と 11 月に設けて、就職活動が遅れ気味の学生を支

援し、就職率 98.6%と前年の 95.9%から向上した。 

業務運営の改善及び効率化、財務内容の改善、自己点検・評価・情報の提供及びその他の業務運営については、計画に定める

業務が着実に実施されている。 

今後とも年度計画、実績及び評価を、客観的に評価できるよう、検討結果や取組みの成果を具体的に示すなど、県民にとって

わかりやすいものとなるよう努めていただきたい。 

特に改善勧告を要する事項はない。に 

特に改善勧告を要する事項はない。 
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（３） 項目別評価（大項目別評価） 

第 ２
の １ 

山形県立米沢栄養大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成

するためにとるべき措置 
評価 ４ 

中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでい 

る。 

（評価理由等） 

教育の内容及び成果については、集中講義を含む前期及び後期の全ての開講科目において「授業評価アンケート」を実施し、その結果を各

教員に個別に配布し、次年度の授業改善につなげるなど、教育の質の向上に努めている。 

学生の確保については、学校推薦型選抜は過去２番目に多い志願者数（29名）で志願倍率は 2.1倍と目標の 1.5倍を上回った一方で、一般

選抜の志願者倍率は 3.6倍と目標の 4.6倍を下回ったものの、受験者数及び合格者の平均点は前年度と同程度であり、一定の学力水準を維持

している。 

学生支援の充実については、新たな取組みとして、障がいのある学生の支援や学生相談室の利用についての動画を作成し、Teams上でいつ

でも視聴可能にしたことで、学生の利便性向上に寄与している。また、キャリア支援として、管理栄養士国家試験の合格率が 92.9%と全国の

管理栄養士養成課程（新卒）の合格率を上回ったほか、学内合同企業説明会で学生が参加できる企業数を増やすなどの取組みを行い、３年連

続で就職率 100%を達成したことは高く評価できる。 

小項目別評価もすべてＡ以上であり、年度計画の目標を達しているものと認められることから、全体として、順調に進んでいると評価する。 

 

※主な意見 

   低学年からのキャリアガイダンスや丁寧な就職相談が就職率 100％の達成につながっていると思います。継続をお願いします。（連番 23） 

   全国の管理栄養士養成課程の合格率を上回る合格率であり、東北の他の養成校と比較してもトップの合格率です。ですが、全国的に既卒

者の合格率は今年度も 1割程度と難しい現実があります。現役での合格率 100％を目指して支援を継続していただきたいです。（連番 24） 

 

小項目評価集計表（第２の１） 

 

 

 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 ２ 36 ０ ０ 38 

構成割合 5.3％ 94.7％ ０％ ０％ 100.0％ 
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第 ２
の ２ 

山形県立米沢女子短期大学の教育研究等の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 
評価 ３ 

中期目標・中期計画の達成に向けておおむね順調に

進んでいる。 

（評価理由等） 

教育の内容及び成果については、集中講義を含む前期及び後期の全ての開講科目において「授業評価アンケート」を実施し、その結果を各

教員に個別に配布し、次年度の授業改善につなげるなど、教育の質の向上に努めている。 

学生の確保については、全ての入試区分において目標倍率を達成できなかったことに課題があるが、夏期に対面でのオープンキャンパスを

２回開催したほか、公式 LINE アカウント（登録者 783 人）や Web ダイレクトメール等を活用し広報するなど、積極的に志願者確保に向けた

取組を行い、全体の志願者倍率は 1.5倍と前年度と同じ水準を維持している。 

学生支援の充実については、新たな取組みとして、障がいのある学生の支援や学生相談室の利用についての動画を作成し、Teams 上でいつ

でも視聴可能にしたことで、学生の利便性向上に寄与している。また、キャリア支援として新たに個別企業説明会集中期間を９月と 11 月に

設けて、就職活動が遅れ気味の学生を支援し、就職率が 98.6%と前年の 95.9%から向上した。 

県民への学びの機会の提供については、リカレント教育や生涯学習の一環として授業の開放を行うために、新たに単位認定を目的としない

聴講生制度の実施を決定し、令和５年度の後期から開始するための準備を進めていることは高く評価できる。 

小項目別評価におけるＳ又はＡの割合は約 97％であり、年度計画の目標をおおよそ達しているものと認められることから、全体として、お

おむね順調に進んでいると評価する。 

 

※主な意見 

  学生の声から始まった環境プロジェクトは、今年度のオープンキャンパスで回収した空きコンタクトレンズから作られたボールペンを配布する

取組みにも繋がっており、素晴らしいと思います。（連番 64） 

 

小項目評価集計表（第２の２） 

 

 

 

 

 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 ２ 29 １ ０ 32 

構成割合 6.3％ 90.6％ 3.1％ 0.0％ 100.0％ 
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第３ 
業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措

置 
評価 ４ 

中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでい 

る。 

（評価理由等） 

運営体制の改善については、理事長、学長、学内理事等で構成される法人役員会議を定期的に開催したほか、中期計画推進委員会のもと、

年度計画上の課題解決に向けた取組みに対して、優先的に予算配分するなどの対応が行われている。 

小項目別評価もすべてＡ以上であり、年度計画の目標を達しているものと認められることから、全体として、順調に進んでいると評価する。 

 

小項目評価集計表（第３） 

 

 

 

 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 0 10 ０ ０ 10 

構成割合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 

 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 評価 ４ 
中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでい 

る。 

（評価理由等） 

自己収入の確保については、外部資金獲得のための研修会や全教員に参加を義務付けた研究倫理・コンプライアンスに関する研修会を開催

したほか、外部の研究費補助等の情報を全教員へ周知するなど、積極的な活用に向けた取組みが行われている。 

小項目別評価もすべてＡ以上であり、年度計画の目標を達しているものと認められることから、全体として、順調に進んでいると評価する。 

 

小項目評価集計表（第４） 

 

 

 

 

 

 

→  

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 ０ ４ ０ ０ ４ 

構成割合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 
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第５ 
自己点検、評価及び情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき

措置 
評価 ４ 

中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでい 

る。 

（評価理由等） 

評価の充実については、米沢栄養大学ではカリキュラム改訂検討委員会において、現行カリキュラムの課題等について教員から意見聴取を

行い、今後の方向性を議論した。また、米沢女子短期大学では、内部質保証検討ワーキンググループにおいて、カリキュラム・マップとカリ

キュラム・ツリーを作成し、内部質保証の充実を図っている。 

小項目別評価もすべてＡ以上であり、年度計画の目標を達しているものと認められることから、全体として、順調に進んでいると評価する。 

 

小項目評価集計表（第５） 

 

 

 

 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 ０ ４ ０ ０ ４ 

構成割合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 

 

第６ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 評価 ４ 
中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでい 

る。 

（評価理由等） 

安全管理については、県内で初めて特別警報が出された８月の豪雨において、前日のうちに翌日の授業休講を判断するなど、被害の発生や

拡大を未然に防ぐ対応がなされた。また、危機管理初動対応マニュアルを６月に改定したほか、消防訓練を大学と学寮それぞれで実施してい

る。 

小項目別評価もすべてＡ以上であり、年度計画の目標を達しているものと認められることから、全体として、順調に進んでいると評価する。 

 

小項目評価集計表（第６） 

 

 

→ 

 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 ０ ６ ０ ０ ６ 

構成割合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 

 



 

 

 

 

 

 

 

  

 

山形県公立大学法人 

令和４年度業務実績に関する評価 

（項目別評価シート） 
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第２の１　山形県立米沢栄養大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

１　教育に関する目標を達成するための措置

(1) 教育の内容及び成果

①学部教育

ア　教育目標を達成するため、管理
栄養士・栄養士養成のための栄養
学教育モデル・コア・カリキュラムを
参考としつつ、教育課程・教育内容
の検討を継続的に行う。
※栄養学教育モデル・コア・カリキュ
ラム
管理栄養士・栄養士養成のための
教育において共通して取り組むべき
コアとなる内容を抽出し、各養成施
設におけるカリキュラム作成の参考
となるよう学修内容を列挙したもの
（日本栄養改善学会作成）。

ア　カリキュラムマップの完成に向け
て準備を進めるとともに、栄養学教育
モデル・コア・カリキュラムの「学修目
標」との照合・点検作業を行い、各分
野における教育課程・教育内容の検
討を行う。

ア　栄養学教育モデル・コア・カリキュラムの「学
修目標」との照合・点検作業を行い、各分野に
おける教育課程・教育内容の検討を行った。更
に、当該モデル・コア・カリキュラムを参考とした
各分野の学修目標の達成状況を学生自ら整
理・点検できるようにするため、学務システムの
「修学ポートフォリオ機能」にテスト環境を構築し
て実装可能な機能の確認を行い、教務学生委
員会で課題を共有した。

Ａ Ａ 1

イ　学生の成績評価や単位認定、
進級・卒業判定について、より公正
かつ適正に判断できるよう不断に検
証し、必要に応じて改善を加える。

イ　ＧＰＡ値を活用した学修成果の測
定に加え、学修成果を多角的に測定
できる指標の導入を検討する。
　また、成績評価異議申立て制度等
を活用し、成績に関する学生からの
相談に対して適切に対応する。

イ　学生が大まかな成績順位を知ることができ
るよう、成績開示時期に合わせて学年別、学期
別毎に全体のＧＰＡ値分布図を作成し、学務シ
ステムに掲示することとした。また、成績公表日
から起算した期限内に、成績評価に関する学
生からの問合せが７件（うち前期６件、後期１
件）あり、うち２件（前期２件、後期０件）について
成績訂正を行った。担当教員が丁寧に説明し
たことにより、異議申立てはなかった。

Ａ Ａ 2

　豊かな人間性と、幅広く深い教養と知識のうえに、栄養に関する高度な専門知識と専門技術を身に付けた国際的な視野を有する人材を育成する教育を全教員
の共通認識のもと展開する。
　また、教育の成果として、地域の栄養政策を牽引できる管理栄養士や学校における食育推進の中核的な役割を担う栄養教諭を輩出するなど、保健・医療・福祉・
介護など、県内各界において食を通じた健康づくりを担い、広い視野を持ち活躍する人材を養成するため、教育に関する諸分野において、以下に掲げる計画を着実
に実行する。
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

ウ　学生が授業に主体的に参加し
授業内容を深く理解できるよう、対
話・討論等、双方向的な授業形態
を発展させるとともに、実習・演習の
充実など、少人数教育の利点を活
かした学習指導により高い教育効
果を得ることができるよう、教育方
法の改善を図る。

ウ　学生が主体的に授業に参加する
ために、講義内でのグループワークや
討論、実験・実習等での共同作業を
充実させる。
　また、各教員が授業評価アンケート
等を活用し、高い教育効果が得られ
る講義であったかを検証する。

ウ　新型コロナウイルス感染症対策として複数
教室を使用して実験・実習を行うなど、学生間
の距離を確保しながら、対面方式で授業を開
講することにより、学生がグループワークや討
論、共同作業を行う機会を確保した。

Ａ Ａ 3

エ　学生に対して実施する授業評
価アンケートから得られた情報を基
に、授業改善につなげるとともに、学
生の回答を実質的なものとするため
に、調査時期、頻度を含めて不断
に検証する。

エ　集中講義を含む前期及び後期の
全ての開講科目において「授業評価
アンケート」を実施し、同アンケートで
得られた学生からの評価を各教員に
個別に伝達し、次期の授業改善へと
つなげる。
　また、さらに多くの学生から率直な
意見を得られるようにするため、同ア
ンケートの実施時期等について検討
を行う。

エ　集中講義を含む前期及び後期の全ての開
講科目において「授業評価アンケート」を実施
し、回答率は前期82.1%、後期91.1%であった。
評価結果は各教員に個別に配布し、次年度の
授業改善へとつなげるように依頼した。
　また、さらなる授業改善へとつなげるため、ア
ンケート項目を精査し、質問内容が明確になる
よう改善し、後期のアンケートから適用した。

Ａ Ａ 4

②大学院教育

ア　大学院における教育研究活動
の充実とその水準の向上に向け、
外部機関との連携・協働の在り方に
ついて検討を進める。

ア　大学院教員の資質向上を図る研
修を実施するとともに、研究科全体の
教育研究水準の向上のため、健康栄
養科学系の研究科を有する他大学
院をはじめとした外部機関との情報交
換を積極的に行い、連携・協働の可
能性を検討する。
　また、学生が主体的に学修、研究を
行うことのできる環境の整備など、教
育研究の充実に向けた取組みを進め
る。

ア　大学院固有のＦＤとして、大学院担当教員
による「大学院セミナー」を６月、７月に開催し、
教育方法等の向上を図った。また、青森県立
保健大学学長の吉池信男氏による「小規模大
学院の持続可能な運営」と題した講演を大学
院研修会として実施し、大学院間の連携・協動
の可能性について議論した。
　また、学生が主体的に学修・研究を行えるよ
う、専門図書の購入等、教育研究の環境整備
を図った。

Ａ Ａ 5

　栄養に関するより高度な専門知識と専門技術を身に付け、医療・福祉・介護などの現場で指導的役割を果たす人材や、行政・研究機関等で栄養に関する施策の
推進や地域の栄養課題の解決に貢献する人材、管理栄養士等を養成する施設において指導を行う人材を育成するため、教育研究に関する諸分野において、以
下に掲げる計画を着実に実行する。
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

イ　教育目標を達成するため、地域
の栄養課題や食文化への理解を深
めながら、栄養に関する知識や技
術とその活用方法を学生が十分に
修得できるよう、事例などを用いた
討論等による演習や、インターン
シップ等の手法による教育を取り入
れる。
　また、質の高い研究の確保と栄養
に関する幅広い視野を養成するた
め、学生の研究テーマに精通した研
究指導教員による指導のほか、全
ての教員から助言を受けやすい指
導体制を推進する。

イ　地域の栄養課題を踏まえつつ、学
生の要望・資質を十分に考慮した研
究課題を選定し、学生の主体的な研
究活動を指導していく。研究指導には
主・副研究指導教員の他、必要に応
じ他領域の教員が助言できる体制を
継続するとともに、学生の学修状況や
成績評価結果を研究科教員全員で
共有し、少人数教育を活かした個別
指導を実施する。インターンシップの
開講にあたっては、受入れ企業等と
教育目的を共有し、実施内容や指導
方法について綿密な打合せを行い推
進する。少人数の学生を対象としたグ
ループワーク等の教育方法のあり方に
ついては、外部機関との連携・協働の
可能性も含めて検討を行う。
　また、授業や研究において、優れた
研究文献や欧米の文献などを積極
的に取扱うとともに、学生を学会等に
参加させるなど、新しい知見の修得や
最新の研究動向を押さえて学修・研
究できるような環境整備に努める。

イ　地域の栄養課題を踏まえながら、それぞれ
の学生の要望等を十分考慮して研究課題を選
定した。また、院生１名に対し２名（主・副）の研
究指導教員を配置し、院生の主体的な研究活
動を指導するとともに、必要に応じて他領域の
教員が助言していく体制を継続した。さらに、研
究科委員会において、教員間で学生の学修状
況等の情報共有を図りながら、発表や質問・意
見に対する議論を取り入れた少人数教育体制
を活かしたインタラクティブな教育を実践した。
　グループワーク等の教育方法のあり方につい
ては、他大学院等と情報交換を行い、連携・協
同の可能性も含めて議論するとともに、学生に
よる授業評価アンケートの結果を参考に検討
し、一部科目の開講時期を見直して一、二年
次合同での授業を実施することで学修効果の
向上を図った。授業や研究においては、優れた
研究文献等を積極的に取扱うように努めるとと
もに、第22回日本健康・栄養システム学会や
第49回山形県公衆衛生学会で研究成果を発
表させるなど、新たな知見の修得等ができるよ
う配慮した。

Ａ Ａ 6

ウ　長期履修生制度の活用や遠隔
授業の実施など、社会人学生でも
学びやすい環境の整備に向けた取
り組みを進める。

ウ　学生の学修環境に応じ、土曜日
の授業開講や遠隔授業の実施、長
期履修制度の活用など、柔軟な対応
を継続する。開講日時や遠隔授業の
実施方法については、学生の到達度
や学生による授業評価などを参考に
しながら教育効果の分析を行い、社
会人学生に配慮した授業のあり方を
検討する。

ウ　学生から事前に受講可能な日程を聴取し
たうえで時間割を編成し、オンライン授業や土
曜日に授業を設定するなど柔軟な対応に努
め、特に社会人学生が仕事と両立しつつ様々
な制約にとらわれることなく研究を継続できるよ
うに配慮した。令和４年度は社会人として仕事
と両立しつつ研究を継続してきた学生１名に対
して、修士論文審査と試験を経て修士の学位
を認定した。

Ａ Ａ 7

-14 -



中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

エ　学生の学位論文の審査を含む
成績評価方法について、公正かつ
適正に行うことができるよう不断に
検証し、必要に応じて改善を加え
る。

エ　学位論文審査を含む成績評価に
ついて、公正、適正に行われているか
検証しながら実施する。

エ　修士論文の審査を適正に行うため、研究科
委員会規程や要綱等の継続的な点検を行っ
た。また、講義毎に成績評価を集計し、研究科
委員会において共有し、その公正性と妥当性を
検証した。

Ａ Ａ 8

(２) 教育実施体制の充実

①　教員の配置
　教育効果を最大限に発現できる
よう、教員の資質や適性、学科の人
員数等を踏まえた適切な教員配置
を行う。
　また、地域の特性を理解し活躍で
きる管理栄養士の養成に資する講
義科目を開講し、必要に応じて外
部有識者を効果的に活用する。

　各教員の専門領域や資質、適性を
考慮のうえ、大学院の運営にも配慮し
ながら、学生や地域のニーズに対応
できる教員、外部講師等の配置に努
める。
　また、地域での農業体験を取り入れ
ながら、山形の歴史や食文化を学ぶ
科目を開講する。実施にあたっては、
地域特性に対する理解を深めるた
め、地域で活躍する専門家を活用す
る。

　健康栄養学科において、新たに助手３名を採
用し配置するとともに、令和５年度採用に向け
た公募手続きを進めた。引き続き、退職者の状
況等を踏まえつつ、大学全体として教育効果が
最大限発揮されるよう、教員の適切な配置を
図っていく。
　また、山形県の自然と風土、歴史および現在
の社会的課題と食文化の背景を学び、多彩で
豊かな在来作物や伝統野菜、様々な行事に伴
う郷土料理など、地域に根差した食の文化を学
ぶとともに、山形県の食を現状や地産地消推
進についても理解を深めた。食と健康に関する
授業の一環として、管理栄養士を目指す学生
が食材の生産過程を学ぶとともに、地域住民と
触れ合う機会を設ける農業体験授業を実施し
た。

Ａ Ａ

農業体験をはじめとす
る取組み、大変良いと
思います。
以前、他校の実習生の
受け入れを行っていま
したが、名前しか知らな
い野菜、資料でしか見
たことがない料理が多く
あり、驚いた経験があり
ます。実際に見て、触
れて、食べてこそ学ぶ
ことができると思います
ので、普段の生活から
様々な食文化や郷土
料理に興味を持って、
知識を深めていただき
たいと思っています。

9
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

②　教育環境
ア　学生が本学に対して自由に意
見を述べるための対話の場の設置
やアンケートの実施により、学生の
意見を反映させた、より望ましい教
育環境の整備を進める。

ア　教育環境を含む学生生活全般に
関する学生の率直な意見を聴取する
ことを目的に、学生代表と法人理事
等との対面での対話の機会を設け
る。
　また、主に教育環境改善を目的に
「学生の声アンケート」を常時受付し、
学生からの意見や要望を踏まえ、関
係する担当委員会と連携し、より望ま
しい教育環境の整備を進める。

ア　学生生活全般に関する学生の率直な意見
を聞くため、学生と理事との懇談会を12月に実
施し、授業科目や就職支援等に関して意見交
換を行った。
　また、「学生の声アンケート」を実施し、両大学
合わせて前期９件、後期14件の意見や要望が
あった。学生からの意見や要望に対しては、担
当委員会等と連携して検討や改善を行い、そ
の結果を学内掲示版及び学内ホームページに
掲載し、学生に周知した。

Ａ Ａ 10

イ　講義や実験実習を円滑かつ効
果的に行うことができるよう、情報機
器、視聴覚機器、実験実習用備品
等の適切な維持・管理に努めるとと
もに、計画的な整備・更新を進め
る。特に、老朽化している米沢女子
短期大学との共有施設や設備の整
備及び改修を計画的に行う。

イ　講義や演習・実習を効果的に行う
とともに、教育研究に支障が生じるこ
との無いよう、視聴覚機器に関する定
期的な点検、情報機器や実験実習
用備品等の整備に努めるとともに、学
生寮の定員見直しに伴う環境整備等
を行う。

イ　月１回、視聴覚機器の点検を行い、不具合
等に速やかに対応した。前期には以前より学生
から要望のあった屋外防犯カメラを２台導入
し、安全性の向上に努めた。さらに、臨床栄養
実習室及び栄養教育実習室の視聴覚設備の
機器を更新した。後期は学寮へのWi-Fi環境整
備を実施し、各居室でWi-Fiが使用できるように
なった。

Ａ Ａ 11
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

ウ　図書館について、電子書籍の活
用も含めた収蔵図書やレファレンス
資料の整備に努め、公立大学協会
図書館協議会の一員として他の図
書館との連携強化による機能の充
実を図り、学生や教職員、地域住
民が利用しやすい環境整備を進め
るほか、土曜日の開館を継続すると
ともに、開館時間や開館日につい
て、不断に検証を行い必要に応じて
改善を図る。

ウ　電子書籍を含めた収蔵書籍の充
実、ほかの図書館と連携した相互貸
借、土曜日開館、講義期間及び前期
補講試験期間の開館時間延長を継
続し、学生及び教員、地域住民の利
便性向上を図る。
　また、図書館内の環境整備につい
ては、アンケート等を実施して学内学
外を問わず利用者の意見や要望を
集約し、随時検討のうえ、必要に応じ
て対応する。

ウ　新型コロナウイルス感染症対策として、入館
時の手指の消毒、対面を避けての閲覧席の利
用、利用時間を２時間までとする制限等を行い
開館した。授業開始後の４月から土曜日開館、
５月から開館時間の延長を行い、学生、教員、
地域住民の利便性を図ったほか、学生、教員
に対して、レファレンスや文献複写の相談をメー
ルで対応し、来館せず利用できるようにした。
　図書の購入については、新規に767冊を登録
し、電子ジャーナル及び洋雑誌は18種を購入
契約した。
　栄養大並びに米短大の図書館情報委員会を
合同で３回開催し、災害発生時の図書館の対
応などの課題を共有したほか、図書館の環境
整備を図るため、利用者の声を、①意見箱の
設置(２件）、②学外者利用者向けアンケート（６
月～11月実施、６件）、③「学生の声ノート」の
設置により集約しており、学生希望図書、図書
館利用、蔵書や新刊図書の紹介などへの意見
があった。

Ａ Ａ 12

(３) 学生の確保
ア　年度計画において入試形態ごと
の志願者倍率の目標を設定し、大
学のアドミッション・ポリシーに合致し
た学生を確保する。

ア　県内出身者をはじめとする志願者
の確保に向け、以下の方策に取り組
み、次の入試形態ごとの目標を達成
するよう努める。
　・一般選抜
　　　志願者倍率　４.６倍
　・学校推薦型選抜(社会人選抜を
含む)
　　　志願者倍率　１.５倍

ア　学校推薦型選抜は過去２番目の志願者数
（29名）で志願者倍率2.1倍と目標を達成でき
た。一般選抜の志願者倍率3.6倍は目標を下
回ったものの、受験者数及び合格者の平均点
は前年度と同程度であり、一定の学力水準にあ
る学生を確保できた。
　なお、来年度以降の入試制度や広報に活か
すため、一般選抜の志願者数が伸びなかった
背景や要因の分析を行うこととした。

Ａ Ａ

一般選抜の目標「4.6
倍」→「3.6倍」なので、
「A」にするのは難しい。
コロナなどで異常値で
あったということで評価
指標として不適当という
ことであれば了解。

13
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

イ　入試状況や入学者の追跡調査
結果等の分析とともに、志願者確保
のための広報活動について不断に
検証を行い、入試制度全般にわた
り改善を図る。

イ　アドミッション・ポリシーを踏まえた
上で、入学時のプレイスメントテストの
結果やＧＰＡと入試形態の関連性並
びに入学者アンケートや卒業生アン
ケートの結果を整理しながら、引き続
き入試制度の検証を行う。
　また、学習指導要領の改訂や令和
７年度からの大学入学共通テストの
改革への対応等、将来の大学入試
改革に伴う入試制度の変更事項を確
実に履行する体制づくりを行う。

イ　国家試験合格状況及び入学後のＧＰＡと入
試形態との関連を調べ、現行の入試形態に特
に問題はないとの結論を得た。
　また、新学習指導要領に対応した令和７年度
入学者選抜で課す大学入学共通テストでの利
用教科・科目、個別学力検査等の内容につい
て決定し、ホームページで公表した。

Ａ Ａ 14

ウ　高校訪問の実施や説明会の開
催のほか、高等学校との連携を強
化することにより、過去３年間の県
内志願者数の平均を上回るよう、
県内志願者の確保に努める。

ウ　高校進路指導担当者説明会や
高校訪問を実施するとともに、各高校
や企業が実施する模擬授業や大学
説明会に参加するなど、積極的に高
等学校との連携強化に努める。実施
にあたっては、県内を中心ととしなが
らも、東北地方も視野に入れながら、
志願者の確保に努める。併せて、長
期休業期間中に学生特使を出身校
に派遣する。

ウ　県内高等学校の進路指導担当教員を対象
とした説明会を開催し、29校（30名）の参加を
得たほか、高校での模擬授業５校（県内）、大
学説明会10校（県内７校、県外３校）、業者主
催の進学ガイダンスに９回、県教育庁主催の地
元大学進学促進セミナーに２会場参加した。
　また、学生特使については、新型コロナウイル
ス感染症の感染防止のため、実施を見送っ
た。

Ａ Ａ 15
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

エ　大学ホームページや大学案
内、オープンキャンパス等による広
報活動を強化するとともに、関係機
関・団体との連携を図り、栄養のプ
ロフェッショナルを育成する本学の
特色をアピールすることにより、優秀
な学生の確保に努める。

エ　オープンキャンパスの内容につい
て、前年度の参加者アンケートや高
校側の要望等を踏まえながら、内容・
開催時期についてプログラミングを行
い、年２回実施する。
　また、大学ホームページや大学案
内の内容及び効果について検討し、
入試広報戦略を再構築する。併せ
て、説明会や模擬授業等のオンライ
ンでの実施や、ＳＮＳ等を活用した情
報発信を行うことで、より直接的かつ
戦略的に受験生へ本学をＰＲする。さ
らに、(一社)全国栄養士養成施設協
会や(公社)日本栄養士会等の関係
機関・団体との連携を図り、管理栄養
士及び本学の特色をＰＲする。

エ　オープンキャンパスについては、前年度の
課題を踏まえ、タイムスケジュールの変更や企
画の見直し（学生企画等の実施）を行い、８月
に２日間開催し、計299名（内高校生173名）の
参加があった。参加者に実施したアンケート結
果も概ね良好であった。
　また、新入生やオープンキャンパス参加者に
実施したアンケート結果から、大学ホームペー
ジや大学案内の充実は入試広報のうえで重要
なツールであることから、引き続き図書館情報
委員会との連携を進めていくこととした。
　さらに、オンラインでの大学説明４校、ＬＩＮＥを
活用した情報発信を行うなど、ＩＣＴを活用した
広報も実施したほか、（一社）全国栄養士養成
施設協会ホームページへのオープンキャンパス
情報の掲載や、（公社）日本栄養士会が主催
する栄養ワンダー2022をオープンキャンパス内
で実施するなど関係団体との連携を図った。

Ａ Ａ 16

オ　様々な志望動機や職業を持つ
大学院志願者を幅広く受け入れる
ため、遠隔授業の実施等、大学院
の学修環境の改善を図るとともに、
積極的な情報発信に努める。

オ　遠隔授業の実施など、社会人が
仕事と学業の両立を図れる学修環境
を広報するとともに、管理栄養士の働
く職場や学生等から情報を収集しな
がら、学生の確保につながる情報発
信の方法や、就学環境の改善点を検
討する。

オ　社会人が仕事と学業を両立できるよう、一
部の授業をオンラインで開講するとともに、学生
から職場の勤務体制などを聴取したうえで、学
生の希望に沿った時間割を編成するなど、より
良好な学修環境となるよう取り組んだ。学生募
集要項にも授業方法に係る項目を設け、「対面
方式に加え一部の授業をオンラインで開講し、
時間や場所の制約を受けずに受講することも可
能である」旨を記載するなど周知を図っている。

Ａ Ａ 17
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

(４) 学生支援の充実

①　学修支援
ア　担任制を継続し、入学時から卒
業時まで、卒業後の進路選択も見
据え、オフィスアワーやＳＮＳも積極
的に利用しながら、きめ細かな履修
相談、履修指導を行う。
　また、学生に対して適切な評価を
行えるよう、評価に係る体制を不断
に検証する。

※オフィスアワー制度
　各教員が学生からの学業や学校
生活全般に関する質問、相談等に
応じる時間を設定し、研究室等に待
機する制度。

ア　１学年２人担任制により個人面談
や履修相談等を適宜行うとともに、全
教員がオフィスアワーの設定やメール
等による相談受付を行い、その相談
窓口の連絡先等を学生に明示し、学
生が相談しやすい体制の整備に努め
る。
　また、遠隔授業を実施する場合に
は、ＳＮＳやＷｅｂ会議システム等を活
用したガイダンスの実施、授業につい
ての詳細な情報提供、相談窓口の設
置等により、学生の遠隔授業に対す
る不安を解消することに努める。

ア　全学年で担任制を継続し、きめ細かな指導
に務めるとともに、「履修・学生生活の手引」に
教員への相談方法や全教員のオフィスアワー
及びメールアドレスを掲載し、学修に関して学生
がいつでも相談できる体制を整備したほか、学
科でＬＩＮＥグループ等を作成し担任からの連絡
事項や履修に関する相談受付などを素早く周
知するなど、学生の不安解消に努めた。
　また、４月のガイダンスでは一部をTeams上に
動画や資料を掲載して実施し、講義等で使用
するTeamsの操作に慣れることができるよう配
慮したほか、履修や授業の実施方法などの情
報を随時、Teams上に掲載した。
　今年度の新たな取組みとして、障がい学生の
支援や学生相談室の利用についての動画を作
成し、Teams上でいつでも視聴できるようにし
た。

Ａ Ｓ 18

イ　障がい等のある学生、社会人、
留学生、科目等履修生といった、多
様な学生のニーズに応える履修サ
ポート制度の充実を図る。

イ　障がい等のある学生を支援するた
め、教職員や学生が障がい等を理解
する機会を設けるとともに、学生との
定期的な面談等を通して、学生の
ニーズに応えた支援を行う。
　また、多様な学生ニーズに対応した
履修サポートについて、引き続き大学
ホームページを活用し周知に努める。

イ　４月に聴覚障がい学生の支援に関する研修
会（教職員21名、学生1名、外部支援者７名が
参加）を実施し、支援に関する理解を深めるとと
もに、配慮申請のあった学生に対し、別室受験
や身体に無理のない範囲での運動を認めるな
ど、ニーズに応じたサポートを実施した。
　また、障がい学生への支援の一例を大学
ホームページに追加し、入学後のサポート体制
を周知した。

Ａ Ａ 19
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自
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評
価

委員からの意見等
連
番

②　生活支援
ア　全学的な学生支援に努め、学
生相談等のメンタルヘルスに関する
支援体制をさらに充実させるととも
に、看護師等と密接に連携を図る
など、総合的な支援を行う。

ア　学生のメンタルヘルスに関する支
援体制として、カウンセラーと連携した
取組みやピアサポート（学生同士の支
え合い）活動を行うとともに、引き続き
教員・支援担当職員・看護師が連携
して学生の支援にあたり、不調等の早
期発見につなげる。

ア　学生同士のつながりや、日常生活の悩みな
どを気兼ねなく相談できる場を作るために、ピア
ヘルパーの資格を持った学生やボランティア
サークルの学生がピアサポーターとなり、３月下
旬から授業開始後までの約１ヶ月半、新入生
や在学生からオンラインで質問や相談に対応
する学生支援を実施し、短大と合わせて昨年
度の1.6倍となる約240名の学生から活用が
あった。
　また、６月以降ヨガ体験講座を定期的に開催
し、心身をリフレッシュする機会を設け、短大の
学生教職員と合わせて延べ108名が参加し
た。アンケートでは、「毎回とても癒された」「心も
体も安らいだ」等、好評であった。

Ａ Ａ

コロナ禍で人と人との繋
がりが少なくなってしま
う環境で、不安なことが
多いと思います。活用
した学生数の増加を見
ても、必要とされている
ことがよくわかります。ピ
アサポーターによる支
援は本当に素晴らしい
活動だと思います。今
後もぜひ継続していた
だきたいと感じました。

20

イ　学資等が十分でなく学生生活が
困難な学生に対しては、成績や家
庭環境等を総合的に勘案し、一定
の条件のもと、授業料減免制度や
奨学金制度を活用し支援する。

イ　授業料免除制度や奨学金制度に
関する情報提供を掲示板やＳＮＳ等
を活用して実施するとともに、各制度
を活用して学資等の確保が困難な学
生への支援を行う。

イ　授業料免除や奨学金制度に関する説明会
を随時開催したほか、奨学金や授業料免除に
関する情報を学内掲示板とTeamsに掲載し、
学生の目に触れやすいよう工夫した。
　７月に新型コロナウイルス感染症等の影響で
経済的に困窮している学生126名に対し、地域
住民や教職員から提供を受けた食料・生活用
品、法人基金等を活用した食品スーパー商品
券を支援した。
　その他、近隣のベーカリーカフェによるパンの
無料提供や、米沢市から電子マネーの提供な
ど、学生への経済的支援を充実させることがで
きた。

Ａ Ａ 21
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

ウ　学生代表者や学寮入寮者と大
学との意見交換会を定期的に開催
し、出された意見等を大学運営に
活用する。

ウ　自治会総会や学寮入寮者対象の
寮務寮生会議等に関係教職員が参
加し、学生からの意見や要望を聞き
取るとともに、適宜改善等を行ってい
く。

ウ　６月・12月に自治会総会を実施し、学生部
長から学生に対し感染予防対策を徹底しなが
らサークル活動を行うよう指導した。また、12月
に寮務寮生会議を開催し、寮務主任等から火
災予防等について指導を行った。その場では学
生からの要望が寄せられなかったが、日常生
活で出された要望を基に、カーテンの買い替え
等の修繕を行った。
　２月に実施した「学生自治会と大学との意見
交換会」では、学生から設備や学生生活に関
する要望を聞き、教職員が代替案や改善策を
提案するなど、より良い大学運営を共に考える
好機となった。

Ａ Ａ 22
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

③　キャリア支援
ア　学生が地域における管理栄養
士の役割を理解し、進路を自ら的
確に見つけることができるよう、入学
時から教育課程内・外を通じた体系
的できめ細かな支援を行う。

ア　１～３年生を対象とした「ＯＢ・ＯＧ
の話を聞く会」を開催し、様々な職種
における管理栄養士の役割や仕事内
容を理解するとともに、自身の進路に
ついてイメージを深めることができるよ
うにする。
　また、エンプロイメントアドバイザー
（就職相談員）による学生の面談や
キャリアガイダンスを１年次から継続し
て実施し、１年次から自身の進路につ
いての意識づけを図る。

ア　本学を卒業して民間企業、行政、病院、福
祉施設、保育園及び栄養教諭に就職した卒業
生を講師に招いた「OB・OGの話を聞く会」を10
月に開催した。例年より２名多い６名の講師に
講演いただいたことで、より多くの職種について
理解してもらう機会を提供した。
　病院、介護施設等で管理栄養士として勤務し
た経験を持つエンプロイメントアドバイザーによる
学生との進路相談や履歴書の添削、面接練習
等を１～４年生を対象に実施するとともに、170
件の相談対応を行った。また、１～３年生を対
象にキャリアガイダンスを実施し、低学年の学
生に対しても自身の進路についての意識づけを
図った。

Ａ Ａ

低学年からのキャリア
ガイダンスや丁寧な就
職相談が就職率
100％の達成につな
がっているのだと思いま
す。継続をお願いしま
す。

23

イ　管理栄養士の国家試験合格率
100％を目指し、教材・模擬試験に
関する情報提供、指導助言及び休
日における自習室の開放など、各
種支援策を効果的に実施する。

イ　管理栄養士国家試験の合格率
100%を目指し、国家試験に関する情
報提供、休日における自習室の開放
を行うほか、学内模試及び業者模試
を実施する。模試の結果については
教員間で共有するとともに、一定の得
点に達しない学生に必要に応じて面
談や再試験を行うなど、資格取得に
向けた支援策を効果的に実施する。

イ　外部講師の講演による国家試験に関する
情報提供、休日の自習室の開放、自習室へ最
新の国家試験関連書籍の配置など、学習支援
の充実に努めた。
　また、学内模試及び業者模試の結果と成績
の推移を教員間で共有し、一定の得点に達し
なかった学生には再試験を実施するとともに、
必要に応じて個人面談を実施するなど、学生
の成績に応じた資格取得に向けた支援を行っ
た。
　その結果、今年度の合格率は92.9％となり、
全国の管理栄養士養成課程(新卒)の合格率
87.2%を上回った。

Ａ Ａ

全国の管理栄養士養
成課程の合格率を上
回る合格率であり、東
北の他の養成校と比較
してもトップの合格率で
す。ですが、全国的に
既卒者の合格率は今
年度も1割程度と難し
い現実があります。現
役での合格率100％を
目指して支援を継続し
ていただきたいです。

24
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

ウ　就職希望者の就職率100％を
目指し、就職説明会の開催や学生
への迅速な情報提供など、各種取
組みを効果的に展開する。

ウ　学生の進路目標を達成するため
に、希望職種に応じた対策ガイダンス
や個別指導、図書の購入等を実施
し、学生の希望に応じたきめ細やかな
支援を実施する。

ウ　就活ワークショップ、公務員講座、教員採用
試験対策ガイダンス（新規）等の各種講座や、
キャリア支援センター職員による個別相談や面
接練習、キャリア支援に関する書籍の購入希
望アンケート（３年生対象）結果に基づいた書籍
の購入など、学生の希望に応じたきめ細かな支
援を実施した。
　また、３月に学内合同企業説明会(25社参
加)をオンライン開催し、学生１人当たりの説明
会に参加できる企業の数を前年度から３社増
やしたことにより、企業とのマッチングの機会を
拡充した。
　令和４年度卒業生就職希望者の就職率は
100％だった。

Ｓ Ｓ 25

２　研究に関する目標を達成するための措置

(1) 研究活動の積極的な推進及び研究成果の発信
ア　地域住民の生活習慣の改善、
健康の増進、食育の推進及び地域
食材の活用など、地域課題の解決
に向けて、栄養学等の教育研究や
関連する活動に積極的に取り組む
とともに、地域連携・研究推進セン
ターを中心に、外部との共同研究や
受託研究を推進する。
　また、これらの研究成果が地域で
有効に活用されるよう、公開講座や
出前講座、論文の投稿や寄稿等に
より公表する。

ア　行政や関係機関等と積極的に情
報交換を行い、それらの施策や動
向、地域の課題等の把握に努めると
ともに、学外からの相談対応、共同研
究及び受託研究を推進する。
　また、地域連携・研究推進センター
の研究や活動成果については、ホー
ムページの活用や報告書などにより、
広く情報発信を行う。

ア　行政機関や学外からの相談対応や連携事
業実施の機会などを活用し、積極的な情報交
換を行うことで地域の栄養と健康に関する課題
等の把握に努めた。
　・相談受付：行政関係９件、その他10件
　・連携事業：行政関係８件、その他６件
　また、地域の課題解決等に資するため、本セ
ンターが配分する共同研究費を活用した外部
研究者との共同研究を２件、外部資金を受け
入れての受託研究は４件実施した。
　地域連携・研究推進センターの研究・活動成
果については、ホームページへ随時掲載したほ
か、前年度の活動報告書（デジタルパンフレット
形式）を掲載するなど、広く情報発信を行った。

Ａ Ａ 26
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

イ　学内における資金支援制度の
活用を促進するほか、全教員の８
割以上からの外部資金申請を目指
すなど、教員個々の研究活動を一
層推進する。

イ　本学の資金支援制度（共同研究
費・戦略的研究推進費）の積極的な
活用を促進するとともに、自己評価改
善・ＳＤＦＤ委員会との連携による外部
資金獲得に向けた研修会などを開催
し、教員が科学研究費補助金をはじ
めとする外部資金獲得を行うための
活動支援を実施する。

イ　教員の積極的な研究活動の推進を図るた
め、本学資金支援制度（共同研究費２件、戦
略的研究推進費３件）を活用した研究助成を
行った。
　また、科学研究費補助金をはじめとした外部
資金の獲得を支援するため、８月に「外部資金
応募申請書作成プロセス」をテーマとした外部
資金獲得セミナーを開催（終了後は欠席者等
に対応するためオンデマンド配信も実施）した。

Ａ Ａ 27

(2) 研究実施体制の整備
　教員と事務職員との適正な協働
体制を構築し、教員の研究活動を
適切に評価するとともに、海外研修
を含む学外研修制度の利用促進
等により、質の高い教育研究が継
続的に実施できる環境整備に努め
る。

　教員業績評価や学外での研修制
度の活用により、教員の研究に対する
モチベーション向上につなげるととも
に、各種研修会の開催により、職員
全体で課題の共有化を図り、各種委
員会活動や事業等が効果的かつ効
率的に実施できる体制を構築する。

　前年度の教員業績評価の結果は、評価書に
評価者のコメントを記載したうえで、学長が面接
を行い、直接本人に伝えるとともに、成果や改
善等について意見交換を行うことで、教員のモ
チベーション向上に努めている。なお、前年度
の評価においてＳ評価を受けた者を対象に特
別研究費を支給する仕組みを構築しているが、
今年度の交付実績はなかった。
　また、教員１名がサバティカル研修制度を利
用し、長期学外研修を実施した。学内のＳＤＦＤ
研修については、教員だけでなく、関係する職
員も参加するなど、職員全体で課題を共有し効
果的かつ効率的に各種活動が実施できる体制
構築に努めている。

Ａ Ａ 28

-25 -



中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

３　地域貢献に関する目標を達成するための措置

(1)  地域で活躍する人材の輩出
ア　県内各界において食を通じた健
康づくりを担う人材を輩出するため、
県立病院をはじめとする県内病院、
福祉施設、保健所等との連携のも
と、県内の現場に即した実習を検討
するなど、教育課程の内容を不断
に検証し、必要な見直しを行う。

ア　地域で活躍する人材の育成に資
するよう、県内の病院や福祉施設、
保健所等と連携し、現場での実習を
伴う教育を実施する。
　また、実習をより効果的に実施する
ため、実習先との意見交換等を通し
て現場の意見を取り入れ、必要な見
直しを行う。

ア　６月から３月にかけて、いずれも県内の病院
18施設、保健所・保健センター11施設、福祉
施設22施設で臨地実習を行った。
　実習担当教員が実習先を事前訪問するな
ど、病院・施設側の意見や要望、新型コロナウ
イルス感染症の流行下における注意点などを
汲み上げ、事前指導等の際に学生へ周知し
た。

Ａ Ａ 29

イ　県内企業等に対する学生の認
知を高められるよう、県内就職に資
する情報やイベント等を積極的に周
知し、活用を働きかけるとともに、県
内自治体や企業に対し、管理栄養
士についての理解を深めてもらえる
よう周知に努め、積極的な採用を
求めるなど、組織として県内就職に
向けた取組みの充実を図り、就職
者に占める県内への就職者の割合
について過去３年間の平均を上回
るよう努める。

イ　県内企業見学バスツアーを企画
し、学生が県内企業への認知を高め
る契機となる取り組みを行う。
　また、教職員による県内企業への
積極的なＰＲや、県や市町村・商工
会議所等に対し学生の採用を働きか
ける活動を実施し、積極的なＰＲ活動
を展開する。

イ　県内企業見学バスツアー（村山地域の企業
２社）を２月に開催し、参加学生全員から好意
的な意見が寄せられた。若者の県内定着を促
進するために県が実施しているやまがた就職促
進奨学金返還支援事業など、県内就職に資す
る情報を随時学生へ周知した。
　また、出前講座等への講師派遣（39件）、臨
地実習施設訪問等（49件）の場を活用して、大
学が育成する人材についての理解促進を図っ
た。
　卒業生就職者の県内就職率は32.5％とな
り、過去３年間の平均35％を概ね達成できた。

Ａ Ａ

県内就職率が過去3年
間の平均(35%)を上回
ることを目標にしている
が、令和4年度は32.5%
と下回っているのでAと
は評価し難い。

中期計画では「過去３
年間の平均を上回るよ
う努める」とある。業務
実績では、「目標達成
（数値）」を重視するの
か、「目標達成のため
の努力（取組）」を重視
するのか、予め共通理
解する必要はないの
か。

30
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

ウ　卒業生に対し、県内就職に関す
る情報の積極的な提供に努める。

ウ　キャリア支援センターと連携しなが
ら、令和３年度に発足した同窓会組
織を活用し、卒業生に対する県内就
職に関する情報提供に努める。

ウ　県内就職の求人があった場合、キャリア支
援委員会委員から個別に卒業生への情報提
供に努めた。
　また、卒業生に対する県内就職に関する情報
提供として、同窓会組織と連携し、本学ホーム
ページの「求人票の閲覧案内」を同窓会の会報
に掲載する準備を進めた。

Ａ Ａ 31

(2) 地域社会への参画
　地域のボランティア活動や地域活
性化に向けた取組みへの学生の自
主的な参加を奨励するとともに、学
生に対し積極的な情報提供に努め
る。

　学生の課外活動や学園祭等の活
動を支援するとともに、ホームページ
等で広く情報提供する。特に地域の
ボランティア活動や地域活性化に向
けた取組をホームページ等で積極的
に学内外に紹介する。

　オンラインで新入部員の勧誘や活動紹介がで
きるよう、学生自治会と協力してＬＩＮＥオープン
チャットを開設し、約250名の利用があった。
　また、地域活性化に向けた学生の自主的な
取組みや自治会・サークル活動に関する取組
みをホームページやInstagramで紹介し、学内
外への周知に努めた。特に、学生が自主的に
企画・運営している「okiraku kitchen」「出会い
な祭」「YoneP」等の活動の様子をホームペー
ジで紹介した。

Ａ Ａ 32
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

(3) 教育研究成果の地域への還元
　地域連携・研究推進センターの活
動を通じ、行政、他の教育機関、研
究機関、県内企業等と連携して、
健康・栄養関連調査や改善策の提
案、健康運動の普及、健康・栄養に
関する共同活動等の地域貢献を行
う。

　県関係部局をはじめとする行政機
関や他大学、企業、関係機関等との
情報交換に努めるとともに、それらと
連携した健康や栄養に関する事業や
講師派遣等を通して地域貢献を行
う。

　地域連携・研究推進センターへの相談や連
携事業実施の機会等を活用し、行政機関や他
の教育・研究機関等と積極的に情報交換を
行った。
　「減塩・ベジアッププロジェクト」事業（山形県
連携事業）では、学校給食における減塩教育で
活用可能なリーフレットのデザインに取り組み、
本県小学生を対象に行われる減塩教育の一
端を担う活動を行った。
　また、県内の健康づくり関係機関等ともに「や
まがた健康フェア」に参画し、栄養バランス診断
や食育に関する紙芝居を実施した。
　さらに、米沢市からの委託事業である「企業を
対象とした適塩教室」を引き続き実施し、食事
歴法質問票による栄養素摂取量調査、健康教
育の講話等の取組みを通し、青年期・壮年期
の現役世代が高血圧や糖尿病のリスク管理を
始めるきっかけづくりを行った。
　上記事業以外にも、出前講座等への講師派
遣（39件）、減塩や野菜摂取量向上のレシピ考
案など外部機関と連携した活動を通して地域
貢献を行った。

Ａ Ａ

特に企業とタイアップし
て考案したレシピをスー
パーマーケットにて展示
配布される事業や山形
県栄養士会と連携した
山形健康フェアへの参
画は、良いと感じた。考
案したレシピや企画を
学内で収束させず地域
の方との交流へ広げて
いくことで、学生が学ぶ
ことは多いと思う。

33
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

(4) 他大学との連携
　｢大学コンソーシアムやまがた｣が
実施する県内大学との単位互換や
進学説明会等の活動に積極的に
参画するとともに、県立保健医療大
学をはじめとする県内他大学との教
職員や学生の交流等を通じて実効
性のある連携を図る。

　「大学コンソーシアムやまがた」の他
大学との単位互換や大学等進学説
明会などの活動に参加するとともに、
県内大学の中でも特に、山形県立保
健医療大学との教職員や学生の交
流等を通じて連携を推進する。

　「大学コンソーシアムやまがた」の活動に参画
するとともに、山形県立保健医療大学と共催で
10月に公開講座（オンライン形式）を実施した。

Ａ Ａ 34

(5) 高等学校等との連携
　小・中・高校生の健康や栄養に関
する学習意欲の喚起や進路選択に
資するため、本学教員による出前
講義等を行うなど、県内小中高校と
の連携を推進する。

　県内外の高校や小中学校で模擬
授業や公開講座等を積極的に行い、
その授業等において健康増進に係る
管理栄養士の役割等を説明し、小中
高校と連携して、本学趣旨を理解し
た受験者の確保を図る。実施にあ
たっては、対面のみならず、オンライ
ンでも行う。

　県内外の高校と連携して模擬授業（県内５
校）や大学説明会（県内７校、県外３校）を実施
し、その機会に管理栄養士の役割等を説明す
ることで、本学趣旨を理解した受験者の確保を
図った。

Ａ Ａ 35

(6)県民への学びの機会の提供
　地域における栄養や健康に関す
る課題やニーズに即した公開講座
を毎年度開催するほか、栄養関係
者の資質向上を図るためのリカレン
ト教育を実施するなど、リモート等に
よる手法も活用しながら、県民が生
涯学び続けるための多様な機会を
創出する。

　リモート化の手法活用も検討しなが
ら、栄養や健康をテーマとした公開講
座やリカレント講座を開講し、地域の
栄養関係者をはじめ広く県民が学び
続けることができる機会の提供を図
る。

　栄養や健康に関する本県の課題に応えるた
め、「健康増進に関する包括的連携協定」を締
結している大塚製薬㈱と共催で、「熱中症対策
アドバイザー」資格の取得可能な公開講座「あ
なたの隣にある脅威－熱中症－」をオンデマン
ド配信（5月～7月）で実施した（受講者数：56
名）。
　山形県立保健医療大学と共催で公開講座
「考えよう！健康と福祉」をオンライン（10月）で
実施した（受講者数：55名）。
　また、地域の栄養関係者の資質向上を目指
し、本学の卒業生及び県内の栄養関係者等を
対象としたリカレント講座をオンデマンド配信（11
月）で実施した（受講者数：33名）。

Ａ Ａ 36
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

４　国際交流に関する目標を達成するための措置
ア　地域の国際交流活動への積極
的な参加などを通じ、多文化共生
への理解を持ち、国際感覚に富ん
だ学生の育成に努める。

ア　地域で開催される国際交流活動
への積極的な参加を学生に促し、ま
た国際的に活躍している管理栄養
士・栄養士等の活動に触れたり、多
文化共生についての理解を深める機
会を作るなど、学生の多文化共生へ
の理解や国際感覚の育成に努める。

　全国規模もしくは地域における国際交流活動
について毎月最新情報を周知しているほか、基
礎ゼミナールとして、国際的に活躍する栄養士
からの講話を実施するなど、学生の多文化共
生への理解や国際感覚の育成に努めた。

Ａ Ａ 37

イ　本学教員の国際学会への出席
の支援などを通じ、海外の情報収
集に努め、その成果を教育研究に
活用する。

イ  本学教員の海外における研究活
動を支援して海外情報の収集に努め
るとともに、必要に応じてその情報を
学内で共有し、教育研究に活用す
る。

イ　国際化に対応した教育研究を推進するため
に、長期学外研修制度等により、教員の海外で
の研究活動を奨励した。また、国際学会に参加
する等、海外情報の収集に努めた。 Ａ Ａ 38
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第２の２　山形県立米沢女子短期大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

１　教育に関する目標を達成するための措置

(1) 教育の内容及び成果

ア　時代の変化に伴う多様な学生
のニーズに対応するため、全学科に
おいて、教養教育科目及び専門教
育科目の再検討を行うなど、教育
課程を｢山形県立米沢女子短期大
学の理念と目的・目標｣に掲げる教
育目標の達成に向けて体系的に編
成する。

ア　｢山形県立米沢女子短期大学の
理念と目的・目標｣に掲げる教育目標
の達成に向け、カリキュラムチェック等
を行うワーキンググループを立ち上
げ、教育課程の改善に向けた検討を
行う。

ア　カリキュラムチェック等を行う内部質保証検
討ワーキンググループを立ち上げ、教育課程の
改善に向けた検討を行い、各学科及び各種資
格のカリキュラム・マップを作成し、ホームペー
ジ上で公開した。
　また、カリキュラム・ツリーも作成しており、公
開に向けて準備中である。

Ｓ Ａ 39

イ　他大学との単位互換や本学入
学前に他大学で取得した単位のう
ち、本学の履修単位として認定でき
るものは認定するなど、単位制度の
充実に努める。

イ　「大学コンソーシアムやまがた」が
実施する単位互換制度における本学
の対象科目の充実を図るとともに、本
学学生が他大学で履修した科目等に
ついては適正な単位認定を行う。
　また、同一法人である栄養大との単
位互換科目の拡大の可能性について
引き続き検討する。

イ　「大学コンソーシアムやまがた」に係る単位
互換科目については、本学においても対象科
目を充実させる方向で検討したものの、新型コ
ロナウイルス感染予防の観点から、昨年度に続
き他大学の学生の受入れ、他大学の科目の受
講も行わなかった。本学入学前に他大学で修
得した単位認定の申請はなかったが、各種検
定試験合格による単位認定については、学生
の申請に基づき認定（前期：21名54単位、後
期：４名８単位）を行った。
　同一法人栄養大との単位互換科目について
は、教職科目を中心に、増強する方向で検討
し、新たに教職科目について協同化を図った。

Ａ Ａ 40

　教養と実学をバランスよく身に付け、課題探求能力とコミュニケーション能力を持った学生を育成・輩出するため、全教員の共有認識のもと教養教育と専門教育の
融合を図りつつ、教育に関する諸分野において、以下に掲げる計画を着実に実行する。
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

ウ　学生が授業に主体的に参加し
授業内容を深く理解できるよう、対
話・討論など、双方向的な授業形
態を一層発展させるとともに、実習・
演習の拡充など、少人数教育の利
点を活かした学習指導により高い教
育効果を得ることができるよう、教
育方法の改善を図る。

ウ　より効果的な学修の実現のため
に、授業評価アンケート等で学生の主
体的学修の取組状況を確認するとと
もに、その結果を教職員にフィードバッ
クし、授業内容の充実やシラバス記
載内容の改善を図るための検討を引
き続き行う。
　また、授業改善ワークショップ等の
開催により、より高い教育効果が得ら
れる授業運営を研究していく。
　さらに、学生が学習成果の自己評
価を行う手段として、学務システムの
「修学ポートフォリオ」機能の活用など
について検討する。

ウ　現行シラバスの問題点の洗い出しを行っ
た。次年度は改善に向け協議していく予定であ
る。
　学内教員による、キャリア支援科目を通した
授業運営上の工夫・授業改善を目的とした研
修（授業改善ワークショップ）を実施し、情報共
有を図った。
　学務システムの「修学ポートフォリオ」活用に
ついては、来年度一部試行に向けて、概要を
定めた。

Ａ Ａ 41

エ　学生に対して実施する授業評
価アンケートから得られた情報を基
に、授業改善につなげるとともに、学
生の回答を実質的なものとするため
に、調査時期、頻度を含めて不断
に検証する。

エ　集中講義を含む前期及び後期の
全ての開講科目において「授業評価
アンケート」を実施し、同アンケートで
得られた学生からの評価を各教員に
個別に通達し、次期の授業改善へと
つなげる。
　また、さらに多くの学生から率直な
意見を得られるようにするため、同ア
ンケートの改定の準備を進める。

エ　集中講義を含む授業評価アンケートについ
て、より効果的なアンケートとするべく質問項目
を一部変更し、前期は７月から10月、後期は１
月から３月に実施した。アンケート結果は各教
員に配布し、担当授業におけるアンケートの評
定値ならびに自由記載欄の精査と今後の授業
での改善を依頼するとともに、学内のホーム
ページで学生を含む学内関係者に公開してい
る。

Ａ Ａ 42
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

オ　学生の成績評価や単位認定、
進級・卒業判定について、より公正
かつ適正に判断できるよう継続的に
検証する。

オ　明確な成績評価基準を提示する
手段として、到達目標に応じたルーブ
リック等を活用するなどの成績評価の
可視化を図るための検討を行うととも
に、引き続き成績評価異議申立てに
関する細則を適正に運用する。
　また、「ＧＰＡ値分布図」の提示につ
いて検討を行い、学習意欲の向上を
検証するとともに、成績に関する学生
からの相談体制をより充実させる。

オ　成績公表日から起算した期限内に、成績
評価に関する学生からの問合せが16件（前期
６件、後期10件）あり、うち10件（前期５件、後
期５件）について成績訂正を行った。担当教員
が丁寧に説明したことにより、異議申立てはな
かった。明確な成績評価基準の示し方として、
来年度に引き続き現状の問題点を検討する。
　また、学生が大まかな成績順位を知ることが
できるよう、学年別、学期月毎に全体のＧＰＡ
値分布図を作成し、学務システム内への掲示
を後期より実施した。ＧＰＡ値分布図の活用に
関しては、引き続きその具体的方法を探ってい
く。

Ａ Ａ 43
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

(2) 教育実施体制の充実
①教員の配置

　教育効果を最大限に発現できる
よう、教員の資質や適性、学科の人
員数等を踏まえた適切な教員配置
を行う。
　また、社会のニーズに合致した幅
広い講義科目を開講し、必要に応
じて外部有識者を効果的に活用す
る。

　各教員の専門領域や資質・適性を
考慮のうえ、学生や地域のニーズに
対応し、効果的な教育を実現できる
教員、外部講師等の配置に努める。
　また、地域で活躍する方々を講師と
する「総合教養講座」を継続して開催
し、外部有識者の積極的な活用を図
るとともに、学生や社会のニーズに対
応できるよう、授業終了後にアンケー
トを実施し、その結果を内容及び講師
の選定に活用する。

　今年度、新たに１名（英語英文学科１名）の
教員を採用し配置するとともに、令和５年度採
用に向けた公募手続きを進めた。引き続き、退
職者の状況等を踏まえ、大学全体として教育
効果が最大限に発揮できるよう、教員の適切
な配置を図っていく。
　また、10月から１月にかけて開講した総合教
養講座（全15回）では、外部有識者や社会で
活躍する卒業生等を講師として実施した。講義
終了後はアンケートを実施し、その結果は次年
度の講義内容を決定する際に活用する。

Ａ Ａ 44

②教育環境
ア　学生が本学に対して自由に意
見を述べるための対話の場の設置
やアンケートの実施により、学生の
意見を反映させた、より望ましい教
育環境の整備を進める。

ア　教育環境を含む学生生活全般に
関する学生の率直な意見を聴取する
ことを目的に、学生代表と法人理事
等との対面での対話の機会を設け
る。
　また、主に教育環境改善を目的に
「学生の声アンケート」を常時受付し、
学生からの意見や要望を関係する担
当委員会と連携し、より望ましい教育
環境の整備を進める。

ア　学生生活全般に関する学生の率直な意見
を聞くため、学生と理事との懇談会を12月に実
施し、授業科目や就職支援等に関して意見交
換を行った。
　また、「学生の声アンケート」を実施し、両大学
合わせて前期９件、後期14件の意見や要望が
あった。学生からの意見や要望に対しては、担
当委員会等と連携して検討や改善を行い、そ
の結果を学内掲示版及び学内ホームページに
掲載し、学生に周知した。

Ａ Ａ 45
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

イ　講義や演習・実習を円滑かつ効
果的に行うことができるよう、情報機
器、視聴覚機器、演習・実習用備
品等の適切な維持・管理に努めると
ともに、計画的な整備・更新を進め
る。特に、老朽化している施設や設
備の整備及び改修を計画的に行
う。

イ　講義や演習・実習を効果的に行う
とともに、教育研究に支障が生じるこ
との無いよう、視聴覚機器に関する定
期的な点検、情報機器や実験実習
用備品等の整備に努めるとともに、学
生寮の定員見直しに伴う環境整備等
を行う。

イ　月１回、視聴覚機器の点検を行い、不具合
等に速やかに対応した。前期には以前より学生
から要望のあった屋外防犯カメラを２台導入
し、安全性の向上に努めた。後期は学寮への
Wi-Fi環境整備を実施し、各居室でWi-Fiが使
用できるようになった。さらに、学内にWi-Fiアク
セスポイントを４ヶ所増設し、学生の学習環境を
改善した。

Ａ Ａ 46

ウ　図書館について、電子書籍の活
用も含めた収蔵図書やレファレンス
資料の整備に努め、公立大学協会
図書館協議会の一員として他の図
書館との連携強化による機能の充
実を図り、学生や教職員、地域住
民が利用しやすい環境整備を進め
るほか、土曜日の開館を継続すると
ともに、開館時間や開館日につい
て、不断に検証を行い必要に応じて
改善を図る。

ウ　電子書籍を含めた収蔵書籍の充
実、ほかの図書館と連携した相互貸
借、土曜日開館、講義期間及び前期
補講試験期間の開館時間延長を継
続し、学生及び教員、地域住民の利
便性向上を図る。
　また、図書館内の環境整備につい
ては、アンケート等を実施して学内学
外を問わず利用者の意見や要望を集
約し、随時検討のうえ、必要に応じて
対応する。

ウ　新型コロナウイルス感染症対策として、入館
時の手指の消毒、対面を避けての閲覧席の利
用、利用時間を２時間までの制限等を行い開
館した。授業開始後の４月から土曜日開館、５
月から開館時間の延長を行い、学生、教員、
地域住民の利便性を図ったほか、学生、教員
に対して、レファレンスや文献複写の相談をメー
ルで対応し、来館せず利用できるようにした。
　図書の購入については、新規に767冊を登録
し、電子ジャーナル及び洋雑誌は18種を購入
契約した。
　栄養大並びに米短大の図書館情報委員会を
合同で３回開催し、災害発生時の図書館の対
応などの課題を共有したほか、図書館の環境
整備を図るため、利用者の声を、①意見箱の
設置（２件）、②学外者利用者向けアンケート
（６月～11月実施、６件）、③「学生の声ノート」
の設置により集約しており、学生希望図書、図
書館利用、蔵書や新刊図書の紹介などへの意
見があった。

Ａ Ａ 47
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

(3) 学生の確保
ア　年度計画において入試形態ごと
の志願者倍率の目標を設定し、大
学のアドミッション・ポリシーに合致し
た学生を確保する。

ア　県内出身者をはじめとする志願者
の確保に向け、イ～エの方策に取り組
み、次の入試形態ごとの目標を達成
するよう努める。
　・一般選抜
　　　志願者倍率　３.０倍
　・学校推薦型選抜
　　　志願者倍率　１.０倍
　・総合型選抜（自己推薦）
　　　志願者倍率　１.０倍
　・総合型選抜（ＡＯ）
　　　志願者倍率　１.５倍
　また、アドミッション・ポリシーをより反
映した入試にするため、前年度の入
試の結果を踏まえ、各学科の入試内
容(入試形態・募集人員・面接及び試
験問題の内容等)の見直しを行う。

ア　県内出身者をはじめとする志願者の確保に
向け、イからエの取組みを行った結果、全体の
志願者倍率は1.5倍で、昨年度の1.5倍と同程
度の志願者倍率を維持した。
　一方、入試形態ごとにみると全ての入試区分
において目標倍率を達成できなかった。
　・一般選抜　　　　　　　　志願者倍率　２．５倍
　・学校推薦型選抜　　　 志願者倍率　０．８倍
　・総合型選抜(自己推薦)志願者倍率 ０．７倍
　・総合型選抜（ＡＯ）　　 志願者倍率　１．３倍
　令和５年度入試（今年度実施）ついては、昨
年度の入試結果を踏まえた検討の結果、以下
の通り募集人員の見直しを行った。募集人員を
増やした入試区分において志願者数が増加し
たことから、志願者確保に向けて一定の効果は
あったと考えられる。
　【国語国文学科】　　　　（変更前）　（変更後）
　　総合型選抜（AO）　 　　　25名　　　30名
　　学校推薦型選抜　　　　　12名　　　10名
　【社会情報学科】　　　　（変更前）　（変更後）
　　総合型選抜（AO）　　　　 14名　　　16名
　　総合型選抜（自己推薦） 25名　　　20名
　今年度も、昨年度に引き続き新型コロナウイ
ルス感染症など志願者確保のうえで困難な要
素が多く絡んでいるが、志願者減少の分析と対
応策の検討を行い、次年度の入試広報に活か
していくこととした。

Ｂ Ｂ

「目標達成のための努
力」を重視する場合、
評価が変わる可能性が
ある。また、目標設定
の根拠は適切であろう
か。そうでなければ、こ
の項目は評価がBに固
定される懸念がある。

48
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己
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評
価

委員からの意見等
連
番

イ　入試状況や入学者の追跡調査
結果等の分析とともに、志願者確保
のための広報活動について不断に
検証を行い、入試制度全般にわた
り改善を図る。

イ　入試状況や入学予定者調査等の
分析をもとにして、志願者確保のため
の効果的な広報活動を展開する。
　また、より多くの志願者を確保するた
め、前年度の入試結果を踏まえ、入
試内容等(入試形態・募集人員・出願
資格、出願方式、入試会場)について
検討する。
　このほか、入試改革による入試形態
ごとの志願者数の増減や評価方法を
不断に検証し、適正な入試の実施に
努める。

イ　今年度の新入生アンケートの結果、本学を
知った手段は「高校の先生から」という回答が
最も多かったことから、高校（教員）への大学情
報の提供が志願者獲得に重要と考え、入学・
志願等の実績がある高校（約300校）にオープ
ンキャンパス開催の１ヶ月前（６月中旬）と学生
募集要項の完成時（７月中旬）、共通テスト直
前期（１月上旬）の３回、大学・入試情報資料を
送付し本学ＰＲを行った。共通テスト直前期の
資料には総合型選抜（自己推薦）・一般選抜の
情報に絞った入試日程ポスターも同封した。
　また、県内高校対象の説明会（６月）、東北６
県及び新潟県の入学・志願等の実績がある高
校へは訪問し大学説明等（６～７月、11月）を
実施した。
　さらに、入試内容等について、前項アに記載
のとおり、国語国文学科及び社会情報学科の
入試区分ごとの募集人員の見直しを行った。一
般選抜については、志願者確保に有用と考え
られるため、入試会場を本学会場以外に仙台
会場及び鶴岡会場の３会場で実施した。
　なお、新型コロナウイルス感染症の影響によ
る志願者の受験機会確保の観点から、各入試
区分において追試験や振替試験を設定し、本
学ＨＰで公表した。

Ａ Ａ 49
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評
価

委員からの意見等
連
番

ウ　高校訪問の実施や説明会の開
催のほか、高等学校との連携を強
化することにより、過去３年間の県
内志願者数の平均を上回るよう、
県内志願者の確保に努める。

ウ　前年度に実施した入試の結果を
踏まえながら、県内志願者の増加に
つながるよう、以下の方策を実施す
る。
ⅰ　県内を中心とした高校の進路担
当教員等を対象とした大学説明会を
開催する。
ⅱ　訪問を実施する教員に高校側へ
の説明事項を周知徹底したうえで、積
極的に高校訪問を実施する。また、
学校推薦型選抜後も、主に県内高校
を対象とした訪問を必要に応じて実
施する。
ⅲ　学生特使の実施時期及び人数
配分を各学科の進路の実情に応じて
検討し、適切に実施する。

ウ　大学説明会（栄養大と合同）について、６月
に県内高校の進路担当教員を対象として実施
し、29校が参加した。説明会に参加できなかっ
た県内高校のうち入学・志願等の実績がある
高校に対し、高校訪問等（６～７月、11～12
月）を実施し、大学説明等を行うとともに、前項
イのとおり大学資料を送付し、本学のＰＲを行っ
た。
　また、学生特使については、新型コロナウイル
ス感染症の影響に鑑み中止としたが、学生が
出身高校に宛てた近況報告とともに大学情報
資料を送付するすることとし、20名の学生の協
力のもと出身高校へＰＲを行った。
　さらに、高校の大学説明会や模擬授業につい
て、大学コンソーシアムやまがたや進学業者等
が主催する説明会を活用し、23件（うちオンラ
イン12件）に参加し、35件の資料送付を行っ
た。

Ａ Ａ 50
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価

評
価

委員からの意見等
連
番

エ　学科紹介動画の作成等により
大学ホームページを充実させるとと
もに、大学案内、オープンキャンパ
ス等による広報活動を強化すること
により、全国有数の総合短期大学
である本学の特色をアピールし、優
秀な学生の確保に努める。

エ　オープンキャンパスの開催にあた
り、前年度の実施状況、参加者アン
ケートの結果及び参加人数を踏まえ、
開催時期及び実施内容について検
討を行い、参加者にとって参加しやす
く、本学の特色をより効果的に伝えら
れる内容に改善する。
　また、入試情報・大学情報の重要な
情報発信媒体であるホームページに
ついて、閲覧状況を解析し、利用者
がより見やすいように入試関連ページ
を改善する。このほか、高校生が多く
利用しているＷｅｂやＳＮＳを積極的に
活用し、本学の総合短期大学として
の特色や入試及びオープンキャンパ
スの情報を分かりやすく伝える。

エ　オープンキャンパスについて、例年どおりに
夏期に２回対面開催し、高校３年生を中心に
366名（付添者含む）の参加があった。新型コロ
ナウイルス感染症対策として前半と後半に分け
て実施し、学科毎に参加上限を設けるととも
に、密を避けるための会場設置（高校生と保護
者を別教室）や視聴覚機器を用いた同時中継
を行うなど、細心の注意を払いながら丁寧に実
施した。参加者アンケートでは各行事とも、高い
満足度を得ることができた。
　また、各入試の出願やオープンキャンパス等
のイベント開催にあたり、ホームページのトップバ
ナーを活用するなど分かりやすく、目立つように
工夫した。共通テストの直前期には、本学の入
試情報・進路状況等、受験生に必要な情報を
集約した特設ページを開設し、タイムリーな情
報発信に努めた。
　さらに、公式ＬＩＮＥアカウント（登録者数783
名）や進学業者等サイトの活用、７月と１月に東
北・新潟・北関東の短大文系志望者等を対象
に本学の情報を記載したＷｅｂダイレクトメール
の配信（各1,000通）、入試直前期に発刊され
る進学雑誌への広告出稿など、幾重にも広報
を行った。

Ａ Ａ 51
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価

委員からの意見等
連
番

(4) 学生支援の充実
①　学修支援

ア　担任制を継続し、入学時から卒
業時まで、卒業後の進路選択も見
据え、オフィスアワーやＳＮＳも積極
的に利用しながら、きめ細かな履修
相談、履修指導を行う。
　また、学生に対して適切な評価を
行えるようシステムを確立し、運用
を検証する。

ア　担任制によるきめ細かな指導の
ほか、全教員がオフィスアワーの設定
や、ＳＮＳやメール等による相談受付
を行うとともに、その相談窓口の連絡
先等を学生に明示し、学修について
学生がいつでも相談できる体制の整
備に努める。
　また、遠隔授業を実施する場合に
は、ＳＮＳやＷｅｂ会議システム等を活
用したガイダンスの実施、授業につい
ての詳細な情報提供、相談窓口の設
置等により、学生の遠隔授業に対す
る不安を解消することに努める。
　さらに、教育改善に生かすため、各
学科の学位授与方針に示されている
学習成果を適切に測定するための方
法や指標を検討する。

ア　全学科で担任制を継続し、学生への個別
指導等のきめ細かな指導に務めるとともに、「履
修・学生生活の手引」に教員への相談方法や
全教員のオフィスアワー及びメールアドレスを掲
載し、学修に関して学生がいつでも相談できる
体制を整備したほか、学科でＬＩＮＥグループ等
を作成し担任からの連絡事項や履修に関する
相談受付などを素早く周知するなど、学生の不
安解消に努めた。
　また、４月のガイダンスでは一部をTeams上に
動画や資料を掲載して実施し、在学中に使用
するTeamsの操作に慣れることができるよう配
慮したほか、履修や授業の実施方法などの情
報を随時、Teams上に掲載した。
　今年度の新たな取組みとして、障がいを持つ
学生の支援や学生相談室の利用についての動
画を作成し、Teams上でいつでも視聴できるよう
にし、４月ガイダンスでも気軽に相談できること
を呼びかけた。
　さらに、学習成果測定のための方法や指標に
ついては、学科ごとに各種検定試験の利用など
を検討したほか、教務委員会において、学務シ
ステムの修学ポートフォリオの活用について検
討し、来年度より一部試行することとした。

Ａ Ｓ 52
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イ　障がい等のある学生、社会人、
留学生、科目等履修生といった、多
様な学生のニーズに応える履修サ
ポート制度の充実を図る。

イ　障がい等のある学生を支援するた
め、教職員や学生が障がい等を理解
する機会を設けるとともに、学生との
定期的な面談等を通して、学生の
ニーズに応えた支援を行う。特に聴覚
障がいのある学生の支援にあたり、学
内外と連携した情報保障（パソコンテ
イク等）を実施する。
　また、多様な学生ニーズに対応した
履修サポートについて、引き続き大学
ホームページを活用し周知に努める。

イ　４月に聴覚障がい学生の支援に関する研修
会（教職員34名、学生14名、外部支援者７名
が参加）を実施し、支援に関する理解を深め
た。聴覚障がい学生の支援にあたっては、県内
初の大学間連携・官学連携によるオンライン支
援を実施し、学内のみならず学外支援者とも連
携して支援を実施した。取組みの様子が新聞２
紙に掲載されたほか、大学ホームページでも紹
介して周知した。
　高齢学生へのサポートとして、教職員がパソコ
ンやスマートフォンを利用した履修登録や出席
確認等を支援したり、こまめに話しかけて困りご
とを聞き取ったりと、学び直しを積極的に支援し
た。

Ａ Ａ 53

②　生活支援
ア　全学的な学生支援に努め、学
生相談等のメンタルヘルスに関する
支援体制をさらに充実させるととも
に、看護師等と密接に連携を図る
など、総合的な支援を行う。

ア　学生のメンタルヘルスに関する支
援体制として、ピアサポーターの学生
やカウンセラーと連携した取組みを行
うとともに、引き続き教員・支援担当
職員・看護師が連携して学生の支援
にあたり、不調等の早期発見につなげ
る。

ア　学生同士のつながりや、日常の悩みなどを
気兼ねなく相談できる場を作るために、ピアヘ
ルパーの資格を持った学生やボランティアサー
クルの学生がピアサポーターとなり、３月下旬か
ら授業開始後までの約１ヶ月半、新入生や在
学生からオンラインで質問や相談に対応する学
生支援を実施し、昨年度の1.6倍となる約240
名の学生から活用があった。10月にはピアヘル
パー資格を持つ学生による対面形式の雑談ラ
ウンジを開催し、1対1で学生同士が自身の経
験を共有する場を設けた。アンケートでは「不安
が和らいだ」「悩みを聞いてもらえてすっきりし
た」等、好評であった。
　また、６月以降ヨガ体験講座を定期的に開催
し、心身をリフレッシュする機会を設け、学生教
職員合わせて延べ108名が参加した。アンケー
トでは、「毎回とても癒された」「心も体も安らい
だ」等、好評であった。

Ａ Ａ 54
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イ　学資等が十分でなく学生生活が
困難な学生に対しては、成績や家
庭環境等を総合的に勘案し、一定
の条件のもと、授業料減免制度や
奨学金制度を活用し支援する。

イ　授業料免除制度や奨学金制度に
関する情報提供を掲示板やＳＮＳ等を
活用して実施するとともに、各制度を
活用して学資等の確保が困難な学生
への支援を行う。

イ　授業料免除や奨学金制度に関する説明会
を随時開催したほか、奨学金や授業料免除に
関する情報を学内掲示板とTeamsに掲載し、
学生の目に触れやすいよう工夫した。
　７月に新型コロナウイルス感染症等の影響で
経済的に困窮している学生347名に対し、地域
住民や教職員から提供を受けた食料・生活用
品、法人基金等を活用した食品スーパー商品
券を支援した。
　その他、近隣のベーカリーカフェによるパンの
無料提供や、米沢市から電子マネーの提供な
ど、学生への経済的支援を充実させることがで
きた。

Ａ Ａ 55

ウ　学生自治会や学寮入寮者と大
学との意見交換会を定期的に開催
し、出された意見等を大学運営に
活用する。

ウ　自治会総会や学寮入寮者対象の
寮務寮生会議等に関係教職員が参
加し、学生からの意見や要望を聞き
取るとともに、適宜改善等を行ってい
く。

ウ　６月・12月に自治会総会を実施し、学生部
長から学生に対し感染予防対策を徹底しなが
らサークル活動を行うよう指導した。また、12月
に寮務寮生会議を開催し、寮務主任等から火
災予防等について指導を行った。その場では
学生からの要望が寄せられなかったが、日常
生活で出された要望を基に、カーテンの買い替
え等の修繕を行った。
　２月に実施した「学生自治会と大学との意見
交換会」では、学生から設備や学生生活に関
する要望を聞き、教職員が代替案や改善策を
提案するなど、より良い大学運営を共に考える
好機となった。

Ａ Ａ 56
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③　キャリア支援
ア　地域で活躍できる人材を輩出
するとともに、就職・編入学等、学生
が希望する進路を自らの力によって
開拓できるよう、キャリア支援セン
ターの一層の機能充実を図るととも
に、本学への入学希望者増加につ
ながる総合的なキャリア支援策につ
いて不断に検証し、着実に実施す
る。

ア　学生の希望進路に応じた各種講
座の実施や学生相談へのきめ細かな
対応、学生への適時の進路情報提
供など総合的なキャリア支援策を、
キャリア支援センターに配置したキャリ
アコンサルタントと連携しながら着実に
実施する。
　また、キャリア支援センター職員の
スキルアップや、コロナ禍で急速に普
及したオンライン上での就職活動や
編入学試験にも対応した支援を行う
ことで、キャリア支援センターの機能
充実を図る。

ア　民間就職・公務員・編入学など、学生の希
望進路に応じた各種のキャリア支援事業に関
する年間計画を策定し、概ね計画通りに実施
できた。
　進路情報については、掲示に加えてTeams上
での周知や各学科の協力のもとＬＩＮＥ配信など
を積極的に行い、適時の情報提供と情報への
アクセス性向上を図った。
　キャリア支援センター職員については、就職
支援企業主催のオンラインセミナーを受講した
ほか、キャリアコンサルタント資格を有する教員
の助言を得るなどスキルアップを図りながら相
談業務を行った。
　キャリアコンサルタントについても、積極的にオ
ンライン対応を行ったほか、可能な限り学生の
希望やスケジュールに応じた相談日時を設定
することで利便性・迅速性の向上を図るととも
に、新型コロナウイルスの感染防止に留意しな
がらキャリア支援を行った。

Ａ Ａ 57
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イ　就職希望者の就職率100％を
目指し、学生相談の充実、求人情
報の積極的な提供、公務員講座を
はじめとする各種講座の開設、イン
ターンシップ制度の充実、各種資格
取得への支援などを継続して実施
する。

イ　就職希望者の就職率向上を目指
し、就職に役立つ各種講座、キャリア
コンサルタントによるキャリアカウンセリ
ング等の実施、地元企業訪問などに
よる求人開拓、学内企業説明会の開
催のほか、学外の企業説明会やイン
ターンシップへの参加、各種資格試
験受験に対する支援を継続して実施
する。
　また、労働・雇用関係者やＯＧと協
力した学生への情報提供や就職活動
支援等について検証し、その充実を
図る。

イ　就職率向上に向けて、キャリアコンサルタン
トによる遠隔・対面での学生相談、キャリア支援
センター職員を面接官役とした面接練習、進路
相談会、学内合同企業説明会、メイクアップ講
座、インターンシップ、公務員勉強会などを実
施したほか、学生個人では対策が難しい公務
員２次試験集団討論の対策講座を追加的に
実施した。また、就職活動が出遅れ気味の学
生への支援として、新たに9月と11月に個別企
業説明会集中期間をオンラインで実施した。加
えて、各教員が所属ゼミ生などの進路相談に
応じるなど、きめ細かな対応に努めた。
　また、日商ＰＣ検定やＴＯＥＩＣ－ＩＰテストにつ
いても計画通りに学内実施し、受験を後押しし
た。
　求人開拓については、企業との情報交換会
等の機会をとらえ、人事担当者と情報交換を
行い本学への求人等を要請した。
　労働・雇用関係者やＯＧと協力した情報提供
については、本学主催の「ＯＧの話を聞く会」や
米沢商工会議所と連携した「ＯＧ企業訪問」を
開催し、どのように就職活動を進めたか経験談
を聞く機会を設け、在学生への啓発を行った。
　各種事業開催時は、参加者アンケートを行
い、寄せられた意見・要望については次年度以
降の支援の充実・改善に活かしていく。

Ｓ Ａ 58
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ウ　編入学希望者の編入学率
100％を目指し、小論文添削指
導、面接訓練、模擬問題の学習、
編入学対策講座の開催等の支援
策を継続して実施する。

ウ　編入学希望者の合格率向上を目
指し、編入学状況の変化に対応した
各種講座や模擬試験・面接練習の開
催、情報提供、相談・支援体制の整
備のほか、編入学英語・小論文指導
を行う指導員の配置を継続する。

ウ　専任の編入学指導員による小論文と英語
の指導を継続して実施するとともに、昨年度に
引き続き６～10月の繁忙期において、小論文
の指導日を週２日から３日に拡大して支援し
た。
　また、教員やキャリア支援センター職員・外部
講師などを面接官役とした面接練習、編入に
向けたモチベーションを高めるための「ＯＧの話
を聞く会」、模擬試験など、編入学に向けた各
種支援を行った。
　このほか、英文読解力を長期的に養っていく
ことを目的とした「英語多読講座」を米沢市立
図書館の協力のもと開催した。

Ａ Ａ 59
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２　研究に関する目標を達成するための措置
(1) 研究活動の積極的な推進及び研究成果の発信

ア　学内における資金支援制度の
活用や、科学研究費補助金をはじ
めとする外部資金の申請を促すな
ど、教員個々の研究活動を一層推
進する。

ア　本学の資金支援制度（共同研究
費・戦略的研究推進費）の周知・活
用や、自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会
との連携による外部資金獲得に資す
る研修会開催などを通して、教員が
科学研究費補助金をはじめとする外
部資金獲得を行うための活動支援を
実施する。

ア　本学の資金支援制度（共同研究費・戦略
的研究推進費）の周知に努め、４件の共同研
究及び１件の戦略的研究課題を採択し、支援
を実施した。
　また、自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会と連携
し、外部資金獲得に資する研修会を開催する
など、科学研究費補助金をはじめとする外部資
金獲得を行うための活動を支援した。

Ａ Ａ 60

イ　教員の研究成果に関する広報
活動を徹底するとともに、インター
ネット上での研究者登録などにより、
教員一人ひとりの専門領域について
の情報を地域のみならず広く社会に
発信する。
　また、地域課題の解決につながる
研究に積極的に取り組み、その成
果を公開講座や出前講座、論文の
投稿や寄稿等により公表する。

イ　教員の研究成果に関する広報活
動として、機関リポジトリ運用指針に従
い、大学紀要及び生活文化研究報
告書に加え、その他学術雑誌掲載論
文等についても積極的に社会に発信
していく。
　また、生活文化研究所を中心に、
地域や社会における課題に対応した
研究を推進し、その研究成果を研究
成果報告会などを通して積極的に発
信していく。

イ　教員の研究成果や専門領域の情報を発信
するため、本学が刊行する紀要並びに生活文
化研究所報告の学術機関リポジトリへの公開を
継続した。学内発行の学術誌『米澤國語國文』
及び『米沢史学』について申請に応じて公開し
た。
　また　生活文化研究所が中心となり、地域や
社会における課題に対応した共同研究を４件
実施した。昨年度実施した４件の共同研究につ
いては７月に学内で成果報告会を実施し、外
部への情報発信については、大学ホームペー
ジや紀要、生活文化研究所報告への掲載によ
り行った。

Ａ Ａ 61
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(2) 研究の実施体制の充実
　教員と事務職員との適正な協働
体制を構築し、教員の研究活動を
適切に評価するとともに、海外研修
を含む学外研修制度の利用促進
等により、質の高い教育研究が継
続的に実施できる環境整備に努め
る。

　教員業績評価や学外での研修制度
の活用により、教員の研究に対するモ
チベーション向上につなげるとともに、
各種研修会の開催により、職員全体
で課題の共有化を図り、各種委員会
活動や事業等が効果的かつ効率的
に実施できる体制を構築する。

　前年度の評価においてＳ評価を受けた者を対
象に特別研究費を支給する仕組みを構築して
おり、今年度はＳ評価を受けた７名の教員の中
から、特に優れた業績の教員２名を選考し、特
別研究費の交付を行った。引き続き、同制度
を効果的に活用し、教員の研究に対するモチ
ベーション向上と研究成果の発信につなげてい
く。
　また、翌年度のサバティカル研修について周
知を図ったほか、学内のＳＤＦＤ研修について
は、教員だけでなく、関係する職員も参加する
など、職員全体で課題を共有し効果的かつ効
率的に各種活動が実施できる体制構築に努め
ている。

Ａ Ａ 62
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３　地域貢献に関する目標を達成するための措置

(1) 地域で活躍する人材の輩出
　県内企業や商工会議所等との意
見交換会や企業への状況調査を
行うなど、地域からの本学に対する
人材ニーズを把握し、教育課程や
キャリア支援に反映させるとともに、
県内企業等に対する学生の認知を
高められるよう、県内就職に資する
情報やイベントを積極的に周知し、
活用を働きかけながら、組織として
県内就職に向けた取組みの充実を
図り、就職者に占める県内への就
職者の割合について過去３年間の
平均を上回るよう努める。

　本学に対する地域の人材ニーズを
把握するため、企業訪問など様々な
機会を捉え情報収集を行うとともに、
必要に応じてアンケート調査等を実施
する。
　また、県などの関係機関が実施する
県内就職に資する事業と連携し、学
生への周知や積極的な参加を促すと
ともに、県内企業に就職したＯＧの話
を聞いたり、実際に県内企業を訪問・
見学する機会の設定などの取組みを
行う。

　企業との情報交換会等の機会をとらえ、人事
担当者と求められる人材像について情報交換
を行ったほか、本学への求人の要請を行った。
　学内合同企業説明会開催時には、参加企業
を対象にアンケートを行い、学生に求める資質
やスキルについて調査するとともに、その結果
を関係教員と共有した。
　学生の県内就職の促進については、山形県
が新たに創設した県内就職者向けの奨学金返
還支援制度を学生に周知し、県内就職への関
心を高める取組みを行った。
　加えて、キャリア形成支援科目を履修学生以
外にも開放し、県内企業関係者とディスカッショ
ンする機会を設けたほか、県内企業に就職した
ＯＧの「ＯＧの話を聞く会」、地元商工会議所と
連携した「ＯＧ企業訪問」、本学主催の「県内企
業見学バスツアー」の開催などを通じ、学生の
県内就職に対する意識の向上に努めた。
【参考】令和４年度県内就職率
　（目標）34.7％以上（R1～R3県内就職割合
平均）
　（実績）43.8％（R5.4月末現在）

Ａ Ａ 63
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(2) 地域社会への参画
　地域のボランティア活動や地域活
性化に向けた取組みへの学生の自
主的な参加を奨励するとともに、学
生に対し積極的な情報提供に努め
る。

　学生の課外活動や学園祭等の活
動を支援するとともに、ホームページ
等で広く情報提供する。特に地域の
ボランティア活動や地域活性化に向
けた取組みをホームページ等で積極
的に学内外に紹介する。

　オンラインで新入部員の勧誘や活動紹介が
できるよう、学生自治会と協力してLINEオープ
ンチャットを開設し、約250名の利用があった。
　また、地域活性化に向けた学生の自主的な
取組みや自治会・サークル活動に関する取組
みをホームページやInstagramで紹介し、学内
外への周知に努めた。
　さらに、前期学生の声アンケートに環境に関
する取組みへの参画を提案する投書があり、学
生有志を募集して環境プロジェクト「ECO RING」
を立ち上げた。米沢市環境生活課やパトラン山
形等と連携し、11月に小学生親子向けの環境
イベントを企画・運営したほか、市内小中学校
やコミュニティセンターに空きコンタクトレンズ
ケースの回収を呼びかけ、半年で約11kgのリ
サイクルを実現した。

Ａ Ａ

学生の声から始まった
環境プロジェクトは、今
年度のオープンキャン
パスで回収した空きコン
タクトレンズから作られ
たボールペンを配布す
る取組みにも繋がって
おり、素晴らしいと思い
ます。

64
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(3) 教育研究成果の地域への還元
　本学の多様な教育研究活動及び
その成果を地域に還元するなど、生
活文化研究所の持つ機能の充実を
図るとともに、県内の行政や教育機
関等の関係団体、企業及び有識者
と連携して地域貢献を行う。

　生活文化研究所の活動を中心とし
て、県内の行政・教育機関や企業、
有識者等との共同研究を推進すると
ともに、その成果を還元し、地域貢献
を進める。

　米沢市立図書館・上杉博物館・介護老人保
健施設サンプラザ米沢・青山学院大学・国士
舘大学の教職員らと連携し、共同研究を実施
した。昨年度実施した４件の共同研究の成果に
ついては、７月に研究成果報告会を行ったが、
コロナ禍の最中であったため、聴講は学内及び
関係者に限定して実施した。なお、内容につい
ては、大学ホームページや生活文化研究所報
告に掲載し、地域へ発信した。

Ａ Ａ 65

(4) 他大学との連携
　｢大学コンソーシアムやまがた｣が
実施する県内大学との単位互換や
進学説明会等の活動に積極的に
参画するとともに、県内他大学との
教職員や学生の交流等を通じて実
効性のある連携を図る。

　「大学コンソーシアムやまがた」及び
「米沢市学園都市推進協議会」の活
動に積極的に参画する。特に近接す
る栄養大及び山形大学(工学部）との
連携を推進していく。

　「大学コンソーシアムやまがた」に継続して参
画している。新型コロナウイルス感染症の感染
状況に鑑み、県内大学との単位互換は中止と
したが、大学等進学説明会については７件行っ
た。
　また、「米沢市学園都市推進協議会」につい
ては、学長が顧問、副学長が事業の企画立案
等を行う委員として参画し、入試・就職関係の
情報交換を実施するとともに、地域と大学との
懇談会や３大学合同企業説明会の開催、よね
ざわ学生channelの放送等を連携して実施し
た。

Ａ Ａ 66

-50 -



中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

(5) 高等学校等との連携
　高校と連携して相互のカリキュラ
ムの調整や高校での生活状況の情
報交換など、より進んだ高大連携の
あり方を検討する。
　また、高校生への本学教員による
出前講義等を通じ、地域教育への
貢献を行うとともに、本学への県内
進学を促進する。

　地域の高校との連携協定に基づい
た受講生の受け入れや、県内高校等
への出前講座および高校訪問の実施
について検討し、可能な範囲で行う。
　また、その機会を利用して、高大連
携のあり方や地域のニーズに合ったカ
リキュラムを模索するために、大学と
高校の実情等について積極的に情報
交換を行う。
　以上のような活動を通して、地域教
育への貢献を行うとともに、県内進学
者の増加に努める。

　連携協定に基づく高校生の受講受け入れ
は、６教科で延べ14名（実人数５名。米沢工業
高校）であったほか、本学教員を高校へ講師と
して派遣（酒田西高校（模擬講義）、天童高校
（模擬講義））し、地域教育に貢献している。
　また、県内高校を対象とする大学説明会（６
月：参加29校30名）の開催や、参加がなかっ
た県内の志願実績校及び入学実績校等を対
象に高校訪問等（６～７月、11～12月：約150
校）を実施し、高校の教員と情報交換、意見交
換を行い、県内からの進学者の増加に努めた。

Ａ Ａ 67

(6) 県民への学びの機会の提供
　開かれた高等教育機関として、地
域のニーズに即した公開講座等を
開催するほか、リカレント教育を目的
とした授業の開放を、リモート等によ
る手法も視野に入れながら実施す
る。

　地域のニーズに即した公開講座や
講師派遣を実施し、地域住民や児童
生徒に対して「学び」の機会を提供す
る。
　また、新しい生涯学習・リカレント教
育の一環として「授業の開放」を行う
ために、単位認定を目的としない聴講
生制度について試行結果の検証を行
う。

　今年度は、公開講座を６回、講師派遣を14
件実施し、地域住民や児童生徒に対して「学
び」の機会を提供した。
　また、新しい生涯学習・リカレント教育の一環と
して「授業の開放」を行うため、単位認定を目
的としない聴講生制度の実施を決定し、来年
度後期からの開始準備に入った。（募集要項を
令和５年６月にホームページ掲載済）

Ｓ Ｓ 68
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

４　国際交流に関する目標を達成するための措置
ア　｢異文化理解実習｣について検
証し、必要に応じて改善を図る。
　また、地域の国際交流活動への
積極的な参加などを通じ、多文化
共生への理解と国際感覚のある学
生の育成に努める。

ア　コロナ禍が続いている中、「異文化
理解実習」の実施は見送ることとす
る。
　また、「異文化理解実習」中止を補
完することも含めて、学生の多文化共
生への理解と国際感覚を涵養するた
め、米沢市国際交流協会や山形大
学工学部などと連携し、地域における
国際交流活動に対する学生の積極
的な参加を促進する。

ア　異文化理解実習の実施は見送ったが、国
際感覚を持って活躍する人材を講師に「総合
教養講座」を実施した。
　米沢市国際交流協会や山大工学部などと連
携し、地域における国際交流活動に対する積
極的な参加を促すとともに、本学学生と山大工
学部生による「Yonezawa International
Meetup」の活動支援としてイベント会場の提供
や学生への周知の協力などを行い、１月のイベ
ントには、米短大生６名、外国出身者７名を含
む計20名が参加し、互いに交流を深めた。

Ａ Ａ 69

イ　本学教員の国際学会への出席
の支援などを通じ、海外の情報収
集に努め、その成果を教育研究に
活用する。

イ　国際化に対応した教育研究を推
進するため、本学教員の国際学会へ
の出席や海外での研究活動を支援す
る。

イ　国際化に対応した教育研究を推進するた
め、本学教員の国際学会への出席や海外での
研究活動を奨励した。

Ａ Ａ 70
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第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

１　運営体制の改善に関する目標を達成するための措置
ア　機動的、効率的な法人・大学運
営のため、学長裁量経費を活用す
るなど、理事長・学長がリーダーシッ
プを発揮できるよう各理事・管理職
がその担当分野において理事長・
学長を補佐する執行体制を強化す
る。
　また、不断の情報収集により学生
や社会のニーズを的確に把握し、将
来を見据えた戦略的な運営に取り
組む。

ア　機動的・効率的な法人及び大学
運営が行われるよう、法人役員等に
よる定期的な会議を通して各理事及
び管理職が情報を共有し、理事長を
補佐する執行体制の強化に努めると
ともに、理事長・学長の裁量に基づく
経費の活用などにより戦略的な運営
に取り組む。

ア　理事長・学長、学内理事等で構成する法
人役員会議を定期的に開催したほか、状況に
応じて新型コロナ対策委員会を開催するなど、
理事及び管理職による情報共有を行い、理事
長を補佐する執行体制の強化に取り組んだ。
　また、中期計画推進委員会のもと、年度計画
上の課題解決に向けた取組みに対し、優先的
に予算を配分するなど、理事長の裁量に基づ
き重点的に予算配分を行った。

Ａ Ａ 71

イ　１法人２大学運営方式のメリット
を発揮するため、委員会等の学内
組織を不断に検証し、その機能向
上への取組みを進める。

イ　より効果的な運営体制の構築を
目指し、委員会等の学内組織につい
て、法人役員会議で検証を行い、必
要に応じて見直しを行う。

イ　各委員会の業務執行に際し、１法人２大学
運営の特性上、両大学で共通する課題もある
ことから、自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会や図書
館情報委員会では案件によって合同で委員会
を開催するなど、十分に連携を図るとともに、効
率的な運営に努めた。

Ａ Ａ 72

ウ　透明性を確保し開かれた大学
運営を推進するため、学外有識者
や専門家を理事や審議会委員へ積
極的に登用する。

ウ　幅広い意見を大学運営に反映で
きるよう、理事や審議会委員の改選
にあたっては、学外有識者や専門家
を積極的に登用する。

ウ　令和４年度は学外の理事２名、教育研究審
議会委員３名の改選があり、理事については団
体役員及び行政経験者を、教育研究審議会
委員には他の大学関係者をそれぞれ登用し、
幅広い意見を大学運営に反映できる体制を整
えた。

Ａ Ａ 73
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

２　教育研究組織の改善に関する目標を達成するための措置
ア　社会の変化や地域のニーズを
踏まえ、様々な見地から教育研究
組織や教育課程上の課題を把握
し、不断に検証する。

ア　栄養大では、カリキュラム改訂検
討委員会を立ち上げ、カリキュラムに
関する現状と問題点を点検し、カリ
キュラム改訂の検討を行う。
　米短大では、カリキュラムチェック等
を行うワーキンググループを立ち上
げ、教育課程の点検を行い、改善に
向けた検討を行う。

ア　栄養大では、カリキュラム改訂検討委員会
を立ち上げ、カリキュラムに関する現状と問題
点を点検し、カリキュラム改訂の検討を進め
た。
　米短大では、カリキュラムチェック等を行う内
部質保証ワーキンググループを立ち上げ、教育
課程の改善に向けた検討を行い、各学科及び
各種資格のカリキュラム・マップを作成した。ま
た、カリキュラム・ツリーも作成しており、公開に
向けて準備中である。

Ａ Ａ 74

イ　米沢女子短期大学については、
第２期中期計画期間中に実施した
教育研究機能の在り方の検討結果
も踏まえつつ、引き続き長期的な視
点から、県と連携した検討を行う。

イ　米短大における今後のカリキュラ
ムの改善に向けた検討や、教育研究
に支障が生じることの無いよう、施設・
設備の計画的な整備・改修を行い、
ハード・ソフト両面から教育研究機能
の充実を図る。

イ　米短大における今後のカリキュラムの改善
に向けた検討や、教育研究に支障が生じること
の無いよう、施設・設備の計画的な整備・改修
を行うこととし、今年度はＡ号館正面玄関前出
窓ガラス修繕、Ｂ号館地下タンクＦＲＰライニン
グ工事、Ｃ号館ホール排煙オペレーター修繕
工事等を行った。

Ａ Ａ 75
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

３　人事の適正化に関する目標を達成するための措置
ア　教育研究の質の向上及び大学
業務運営の改善に向け、優れた教
員の継続的な確保に努める。
　また、教員の採用等にあたって
は、手続きや選考基準を明確にし、
公正で透明性の高い運用に努め
る。

ア　各教員の専門領域や資質・適正
を考慮のうえ、効果的な教育を実現
できる教員、外部講師等の配置に努
めるとともに、教員の採用及び選考に
あたっては、両大学の人事に関する
規程等に基づき、適切に手続きを進
める。
　また、男女共同参画や女性の職業
生活における活躍の推進の観点か
ら、女性研究者の育成及び支援に努
める。

ア　教育研究の質の維持・向上のため、人事に
関する規程等に基づき研究実績を精査し、職
員の採用及び昇任を行った。人事の透明性と
公平性を担保する観点から、役員会、教授会
に加え、外部委員が所属する審議会における
厳正な審議を行い、職員の採用（及び昇任）手
続きを進めた。
　また、女性研究者の研究とライフイベントの両
立を支援するため、研究活動を補助する研究
支援員制度を実施し、１名の利用があった。

Ａ Ａ 76

イ　教員の教育・研究活動の一層の
活性化を図るため、各大学の特性
に応じた全学ＳＤ及びＦＤを継続して
推進し、教員の教育・研究能力の
充実及び保証に努める。
※ＳＤ（Staff Development）
　事務職員、教員を含むすべての
大学職員を対象に、必要な知識及
び技能を習得させ、能力や資質を
向上させるための取組み
※ＦＤ（Faculty Development）
　教員が授業内容・方法を改善し、
向上させるための組織的な取組み

イ　教員の教育・研究活動の一層の
向上を目的としたＳＤ並びにＦＤを実
施する。また、他機関で実施している
ＳＤ並びにＦＤに関連した情報を全教
員に対して発信し、積極的な活用を
促す。

イ　両大学合わせてＳＤ及びＦＤ研修を計10回
実施した。両大学共通として、聴覚障がいのあ
る学生支援をテーマに講義時における具体的
な支援のあり方を学ぶ研修会のほか、他大学
の学長を講師に地域と大学が一体となり学生
の成長を保証するための教学マネジメントの研
修会を実施した。
　このほか、栄養大では、学生の成長を促す授
業設計、オンライン授業、アクティブラーニン
グ、キャリア教育について、米短大では、キャリ
ア支援科目を通した授業運営上の工夫・授業
改善について研修を実施し、教員の教育・指導
の向上を図った。
　さらに「大学コンソーシアムやまがた」や「ＦＤ
ネットワークつばさ」をはじめ、他機関が実施す
る教育・研究力向上に関する研修会の情報を
学内に向けて提供し、積極的な活用を促した。

Ａ Ａ 77
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

ウ　事務職員について、設立団体派
遣職員から法人採用職員への計画
的な切替えを図り、法人の特性に
あった専門性、継続性に配慮した
人材の確保・育成に努める。

ウ　大学業務の専門性向上を図るた
め、自主的な研修会や各種研修会へ
の参加を支援するとともに、ОＪТに
よる実務研修等やジョブローテーショ
ンにより、法人採用職員のキャリア形
成を継続的に行う。

ウ　法人採用職員を２名採用し計６名となった。
また、大学運営の専門性を図るため、理事長
裁量費を活用し、担当業務以外の分野であっ
ても希望する研修会への参加を認めているほ
か、法人採用事務職員の自主的な勉強会を奨
励しており、今年度は、選ばれる大学となるため
の他大学の取組みや、障がい学生への支援等
をテーマに研修を行った。

Ａ Ａ 78

エ　教職員を対象とした業績及び人
事評価の継続的な実施を通して、
組織目標の達成に向けた職場内の
コミュニケーションを図るツールとし
て活用するなど、教職員の更なる能
力向上につなげる取組みを進める。

エ　人事評価の実施過程において、
年度目標や業務の進め方等について
共有を図るとともに、優秀な業績の教
員に対しては、特別研究費を交付す
るなど教員の研究に対するモチベー
ション向上と研究活動の更なる推進
を図る。

エ　業績及び人事評価の継続的な実施を通し
て、目標達成に向けた意識付けや業務の進捗
状況、成果等を確認しており、組織目標の達成
に向けた職場内のコミュニケーションを図るツー
ルとして定着している。
　令和３年度を対象とした教員業績評価では、
両大学でＳ評価を受けた教員が７名おり、その
中から特に優れた業績の教員２名を対象に、
特別研究費を交付した。

Ａ Ａ 79

４　事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置
　業務内容の多様化や業務量の変
動に柔軟に対応するため、必要に
応じて組織機能の点検・見直しを行
うとともに、事務処理方法を不断に
検証し、事務の簡素化・合理化が
図られるよう、外部委託やシステム
化に取り組む。

　各職員が日頃から業務の効率化、
業務システムの有効活用等を心がけ
るとともに、事務局全体の業務の調
整、事務事業の見直しを随時行う。

　会議等については、状況に応じた効率的な開
催方法（対面開催、書面開催、Ｗｅｂ開催等）
により行うなど、業務の効率的な執行に努め
た。
　また、令和３年度から給与明細の電子配付を
開始したほか、各種アンケート等についてもウェ
ブアプリケーションを積極的に活用するなど、業
務のデジタル化・効率化を図った。

Ａ Ａ 80
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第４　財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

１　自己収入の確保に関する目標を達成するための措置

(1) 外部研究資金の獲得
　国や民間研究団体等の競争的資
金や共同研究、受託研究などによ
る外部研究資金を確実に獲得でき
るよう助成制度の仕組みや申請方
法についての研修会を開催し、全学
的に積極的な資金獲得に努める。

　学外の有識者や学内の外部資金
既得者による競争的外部資金獲得の
ための研修会を開催し、研究助成制
度や申請についての有効な情報の収
集に努める。また、学外の各種資金
支援制度の周知を図り、積極的な活
用を呼び掛ける。

　理事長及び学内の外部資金既得者を講師と
し、応募申請書作成プロセスの紹介を内容とし
た競争的外部資金獲得のための研修会を開
催した。
　また、教員の研究倫理の向上に資するため、
全教員の参加を義務付けた両大学のコンプラ
イアンス推進責任者（兼 研究倫理教育責任
者）による研究倫理・コンプライアンスに関する
研修会を実施し、欠席者にはオンデマンド配信
により対応した。なお、栄養大の新規採用教員
については、日本学術振興会の提供する研究
倫理ｅ－ラーニングコースを受講し、修了証書
を学部長に提出することを必須とした。
　このほか、外部の研究費補助等についての情
報があった際は、随時、全教員に周知し、積極
的な活用を呼び掛けた。

Ａ Ａ 81

(2) その他自己収入の確保

　

　大学の財政基盤安定のため、授
業料、入学料、入学考査料の安定
的かつ確実な納付の確保を図る。
　また、教育、研究、地域貢献、学
生支援、施設整備等に充てることを
目的にした法人基金についての周
知に努め、個人や法人からの積極
的な寄付等を呼び掛ける。

　授業料、入学料などの確実な納付
を図るため、一部免除者、徴収猶予
者及び支払遅延者の状況を把握し、
適宜、適切な督促・指導等を行い、
未納防止に努める。
　また、法人基金の募集について、後
援会との連携や学生支援の取組み
等の様々な機会を捉えて周知を行
う。

　授業料については、後期授業料未納者が１
名いるが、分納計画書に基づき計画的な納入
に努めている。入学料の未納は無い。
　法人基金については、フードバンク事業（学生
への食料支援事業）の実施に併せ、松川コミュ
ニティセンター等を通じて、法人基金への寄附
を呼び掛けた。

Ａ Ａ 82
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

２　経費の効率化に関する目標を達成するための措置
　省エネルギー対策やリサイクル等
に関する教職員の意識向上を図る
ほか、物品や備品の購入・契約方
法の見直し等により、管理的経費の
節減を図る。

　一層の経費節減に向け、引き続き
全教職員の意識を高め、冷暖房機器
の温度調整、ＬＥＤ照明への交換、印
刷物の電子化・会議の見直し等によ
るペーパーレス化、裏紙利用・両面印
刷・カラー印刷の厳選等による印刷
経費の節減、備品や役務に係る契約
方法の見直し等により管理的経費の
節減を図る。

　夏季の節電計画を策定し、学内に周知徹底
した結果、換気しながらの冷房使用にも関わら
ず目標を達成できたほか、無理のない範囲で
の暖房機器の温度調整や不要な照明の消灯、
ミスコピー用紙の裏面利用を行うなど経費の削
減に努めた。
　また、管理的経費については、必要性を精査
して効率的な執行を行い、前年度予算額を下
回るよう節減に努めた。

Ａ Ａ 83

３　資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置
　資産の活用については、大学施設
の有効活用とそこからの収益を確保
するため、施設の有料による地域開
放について広く周知を図る。
　また、資金の運用について、資金
管理規程に基づき適正な管理に努
める。

　大学施設の有料での地域開放につ
いて、その使用料を含め本学のホー
ムページなどで引き続き周知し、施設
の有効活用を図る。
　また、会計関連規程に基づいた適
正な資金管理を引き続き行うととも
に、短期の定期性預金などにより、安
全かつ効果的に余裕資金を運用し、
収入の増加を図る。

　資産の有効活用として、ホームページによる
大学施設の地域開放についての周知を行った
が、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、地
域からの施設利用申請は６件（うち有料２件）で
あった。
　また、資金の運用については、年間の資金計
画を策定し、余裕資金については安全な短期
の譲渡性預金での運用を行った。

Ａ Ａ 84
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第５　自己点検、評価及び情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

１　評価の充実に関する目標を達成するための措置
　外部評価機関による評価結果を
基に、大学の教育研究水準の維
持、向上を図るため、総合的な自
己点検・評価と改善・改革の作業に
継続して取り組み、その内容を公表
し、大学教育の内部質保証の更な
る充実を図る。
※内部質保証
　ＰＤＣＡサイクル等を適切に機能さ
せ、大学の質を維持し向上させる仕
組み

　令和２年度に受審した「認証評価」
の結果を受け、自己評価改善・ＳＤＦ
Ｄ委員会のもと、カリキュラムチェック
等を行う検討委員会（ワーキンググ
ループ）を立ち上げ、大学教育の内部
質保証の更なる充実を図る。

　栄養大ではカリキュラム改訂検討委員会にお
いて、現行カリキュラムの課題及び養成したい
管理栄養士像について学科教員からの意見聴
取を行い、今後の方向性を議論した。
　米短大では内部質保証検討ワーキンググ
ループにおいて、各学科及び各種資格のカリ
キュラム・マップを作成し、ホームページ上で公
開した。また、カリキュラム・ツリーも作成してお
り、公開に向けて準備中である。
　今後は両大学とも、新たに制定する「内部質
保証に関する方針」に基づき、自己評価改善・
ＳＤＦＤ委員会のもとに専門部会を設置し、これ
までの議論を基に大学教育の内部質保証の更
なる充実を図っていく。

Ａ Ａ 85

２　情報公開及び情報発信の推進に関する目標を達成するための措置
ア　大学運営の透明性を高めるた
め、財務状況や大学の目標・計画・
外部評価の結果を広範に公開す
る。

ア　財務諸表や事業報告書、年度計
画等の法人の運営に関する情報につ
いて、積極的かつ速やかに公開する。

ア　財務諸表や事業報告書、年度計画等の法
人の運営に関する情報について、速やかにホー
ムページで公開した。

Ａ Ａ 86
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

イ　大学の特色や魅力を広く内外に
発信するため、大学ホームページ
や大学案内、ＳＮＳなど、多様な情
報発信媒体の充実及び有効活用
を図るとともに、多様な機会を通じ
て広報の強化を図る。

イ　大学案内（2024年度）の作成や
ホームページを随時更新するほか、Ｓ
ＮＳ（ＬＩＮＥ）等の多様な情報発信媒体
を効果的に活用することで、大学の特
色や魅力を積極的に発信していく。

イ　米沢女子短期大学の2024年度大学案内
については、制作業務のプロポーザルを実施
し、最新の情報を網羅しつつ、魅力的なデザイ
ンに刷新なるよう制作を進めた。
　このほか、ホームページを効果的に活用し、
公開講座、学内外での取組み内容を適宜掲載
し、情報発信に努めた。
　また新たにInstagramで栄養大、短大に関連
する情報の発信を開始し、両大学の活動など
を地域内外問わず幅広く認知してもらうことを目
的に積極的に投稿を重ねた。さらにＬＩＮＥも活
用し、入試情報、オープンキャンパス、学生の
学内外での活動の情報などを紹介し、主に入
学志願者や教育関係者などに向けた情報を積
極的に発信した。

Ａ Ａ 87

ウ　情報公開制度及び個人情報保
護制度の理解に努め、開示請求に
適切に対応するとともに、個人情報
を含んだ情報の適切な管理運用を
行う。

ウ　法人が保有する個人情報の管理
及び個人情報の開示請求について、
適宜点検を実施しながら適切に対応
していく。
　また、「個人情報の保護に関する法
律」が改正され、令和５年４月１日か
ら全面施行されることに伴い、法人の
関係規程を整備する。

ウ　取得した個人情報の利用及び開示請求
（入試結果の開示請求）が適切に取り扱われて
いるか、決裁過程において複数人で点検する
など、適切に対応した。
　また、「個人情報の保護に関する法律」が令
和５年４月１日から改正施行されることに伴い、
法人の「個人情報保護規程」も所要の改正を
行い、令和５年４月１日から施行することとし
た。

Ａ Ａ 88
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第６　その他業務運営に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

１　安全管理に関する目標を達成するための措置
ア　労働安全衛生法等関係法令及
び学内規程に基づき、職員の健康
管理を含めた安全衛生管理体制の
充実を図る。

ア　衛生委員会が中心となって、職
員の健康管理に係る情報提供やスト
レスチェックの実施、職場巡視等を行
い、職員の健康の保持増進、職場環
境の改善に努める。

ア　全職員（免除対象者を除く）を対象に定期
健康診断及びストレスチェックを実施し、要精
検者へは受診勧奨するとともに、衛生委員会に
おいて診断結果の傾向と注意点について全職
員へ周知するなど、職員の健康保持増進に努
めた。
　また、職場巡視を実施し、全職員に対し結果
の周知と注意喚起を行い、職場環境の改善に
努めた。

Ａ Ａ 89

イ　学内施設・設備及び大学周辺
の防犯・安全対策の状況を適時点
検し、事故や犯罪による被害の未
然防止に努める。
　また、危機管理マニュアルを随時
点検・整備し、有事を想定した実践
的な訓練を行うことにより、教職員
や学生に対する安全教育の徹底を
図るとともに、普段から関係機関と
の連携体制の強化を図る。

イ　大雨等の警報発令や大学周辺で
の不審者事案、熊の出没等の事態が
発生した際は、迅速に学内に注意喚
起を行い、被害防止に努める。
　こうした事態に備え、随時危機管理
マニュアルの点検・整備を行うととも
に、警察等関係機関との情報共有・
連携に努め、消防訓練については年
１回の実施を継続する。

イ　大学周辺で発生した不審者事案では、学
生から大学に寄せられた情報により、すみやか
に警察から対応いただいたことや、８月の大雨
では、県内で初めて特別警報が出される中、前
日のうちに翌日の授業休講を判断したことな
ど、被害の発生や拡大を未然に防ぐ対応ができ
た。
　こうした事態に的確に対応できるよう、危機管
理初動対応マニュアルを６月に改定したほか、
消防訓練については、10月に大学、12月に学
寮でそれぞれ実施した。

Ａ Ａ 90

ウ　ＩＣТの活用が進む社会における
大学の情報資産のセキュリティの確
保について、技術の進展などを踏ま
えた見直しを行い適切な対応を行
う。

ウ　大学の情報システムや情報機器
を含むネットワーク環境について、随
時点検・整備するとともに、情報セ
キュリティポリシーに基づく講習・周知
を行う。

ウ　大学の情報システムや情報機器を含むネッ
トワーク環境について、保守業者と連携し、随時
点検・整備を行った。
　また、年度当初に情報セキュリティ研修会を
実施し、情報セキュリティを取り巻く最新の脅威
やその対策等を周知したほか、不正アクセスの
検知システムを運用し、不正アクセスの早期発
見・対策に資するよう不正アクセスが疑われる
教職員及び学生に随時注意喚起を行った。
　さらに、ワンタイムパスワードによる二重認証シ
ステムにより、学外からの不正アクセスについて
十分に注意を払い、セキュリティの強化を図っ
ている。

Ａ Ａ 91
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中期計画 令和４年度　年度計画 令和４年度　業務実績

自
己
評
価

評
価

委員からの意見等
連
番

２　人権に関する目標を達成するための措置
　教職員や学生の人権意識の向上
や各種ハラスメントの防止のため、
研修会を開催するなど意識の啓発
に努める。
　また、万一、各種ハラスメント事案
が発生した場合は、関係当事者の
プライバシーに配慮しながら、迅速
かつ適切な対応を図る。

　ハラスメントに関する国の動きや人
権意識向上を含めた研修会を開催
し、全教職員に受講を義務づけ、ハラ
スメントの発生防止に努める。
　ハラスメント事案が発生した際は迅
速に調査を行い、ハラスメント対策委
員会と相談室が緊密に連携しつつ、
関係当事者のプライバシーに配慮し
ながら、適切に対応する。

　２月に外部講師を迎えてハラスメント防止・メ
ンタルヘルス研修会を全教職員を対象に開催
し、ハラスメント防止に向けた教職員の意識の
向上や関係法令等の周知を図った。

Ａ Ａ 92

３　法令遵守に関する目標を達成するための措置
ア　教職員に対し、機会を捉えて研
修会や啓発活動を通じて、法令遵
守の徹底と学内における相談・通報
体制の周知に努める。

ア　コンプライアンスを推進するための
研修会を開催し、教職員の法令遵守
に対する意識の向上に努める。

ア　両大学において、全教員を対象にコンプラ
イアンス推進責任者（学部長・副学長）による研
修を実施し、全教員が受講した（欠席者にはオ
ンデマンド配信で対応）。

Ａ Ａ 93

イ　監事による監査のほか、内部監
査を定期的に実施し、それらの結果
を運営改善に反映させる。

イ　適正な業務運営を確保するため、
年１回定期の内部監査を実施すると
ともに、必要に応じ随時の内部監査を
行う。

イ　９月に両大学の科学研究費、３月に文書管
理に係る内部監査を実施し、概ね適正に執行
されていることを確認した。

Ａ Ａ 94
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